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第一章  概 要 
 
1.1 緒言 
 
地球上の水は地域的に不均等な空間分布をしている。砂漠には極端に少なく、
アジアモンスーンと呼ばれている地帯では豊富な水が存在している。日本列島
の中でも、年間降水量は北海道の 900mm 程度から北陸地方の 2000mm 以上と
異なる。 
 さらに、最も重要な点は、降水分布が時間的にも変動していることである。
降雨や降雪の季節的変動は大きい。豪雨の際には年間雨量の 1/3 とか、場合に
よって 1/2 の近くの雨が 1～2 日で降ってしまうことがある。また、雪が少なく
なったり、梅雨の時にも空梅雨になったり、台風が来なかったり、夏の日照り
が続くこともある。要するに、水資源として流れている河川水も、同じ地点で
あっても、季節的にも時間的にも変動していて、自然循環への依存が極めて強
いことである。 
人類の歴史を見ると、多くの文明が川に沿って発達し、人々は農作物を育て
ることのできる川の近くで生活を営んでいた。一方、人々は川からの氾濫の問
題に直面してきた。 
繰り返す大洪水に対して、人々は、様々な方法で生命および財産を守るため
に、貯水池、堤防、水門など洪水からの損害の程度を減少させる試みを挑んで
きた。 
一方、人間は、生存のため、生活するために水が不可欠である。人間は、飲
料水なしでは数日しか生き残ることができないと言われている。「安全な水へア
クセスができない」ということは WHO の定義によると、「1km 以内から一日当
たり一人が 20ℓ の水を確保できない」とされている。世界人口の 1/5 が安全な
水へのアクセスができないとも報告されている。 
地球上を循環する水には限界があり、水資源開発量にも限界がある。現在、
人口集中や産業の発展による水需要の急増に対して、水供給が追いかけている
状況である。「世界中で年間に 4000km3 ほど取水され、20 年後には 20～30%増
える」１）という報告もある。水資源開発量は国により、地方によっても異なる
ので地域差が生まれる。 
人間は豊かな生活を追求するため、使用水量が増えて全部使ってしまうと生
態系を維持できなくなり、結果的に人間社会にもよくない影響が現れることと
なる。人間が生き物たちに与える影響は、特定の生き物ではなく、生き物たち
全部、すなわち人間も含む生態系全体に及ぶことを忘れてはいけない。 
ある学者は、「世界中では食料生産は人口の伸びを超えて、結果として一人一
2 
日の摂取カロリーは 25%ほど増えています。したがって食料が足りないという
人がいるのは、物としての食料が足りないのではなく分配の問題です。それは、
水と同じです、つまりそれは、社会の仕組みの問題です。」という指摘もしてい
る 1)。 
水需要の迅速な増加は、人間の活動から出る廃水をさらに増加させる。廃水
を十分に処理しないままでは水環境に悪影響がもたされ、汚染問題に結びつく。
それらが適切に扱われない場合、地下水の水質汚濁を引き起こす場合がある。 
人間社会では、様々な利益を持った多くの水需要者が複雑に絡んでいるので、
これらの水問題を解決することは容易ではない。例えば、水質汚濁問題は、汚
染者と被害者（ある意味生き物たちを含む生態系）との対立関係でもあり、水
質汚濁防止のためルールとして排水基準や汚染者負担原則がある。しかし、汚
染者が不特定の場合の水質問題は難しく、ルールのみでは解決できないことも
多い。水問題を総合的に解決するためには、総合的観点からの水資源管理が必
要である。  
環境保全のために水資源として再利用も行われている、このことは経済的に
魅力的であるだけではなく、テクノロジーも確立されているので水供給の安定
性も高くなり、総合的な水資源管理に役に立つことになる。2） 
本論文でも考察する水管理の「管理」とは「management」であり、ある決め
られた基準や規制のみで水システムを維持することではなく、人間も含めた生
態系にとって水という重要な資源を共有化できるような目標に基づいて持続的
なシステムを確保することである。 
九州最大の河川である筑後川、そして最下流域である感潮域は、人間に必要
な利水システムの影響が現れやすく、水管理に知恵を最も必要とする水域であ
り、佐賀低平地並びに筑後川の水資源管理のための基礎資料を提供することが
本研究の最終目標である。 
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1.2  研究の目的 
 
日本の水資源開発は、高度成長期の 1961 年（昭和 36 年）の水資源開発促進
法により端を発してより促進されることなった。この法律の目的は、「産業の開
発又は発展及び都市人口の増加に伴い用水を必要とする地域に対する水の供給
を確保するため、水源の保全かん養と相まつて、河川の水系における水資源の
総合的な開発及び利用の合理化の促進を図り、もつて国民経済の成長と国民生
活の向上に寄与することを目的とする。」となっており、水量の確保が第一優先
であった。この法律において、国土交通大臣は、産業の発展や都市人口の増加
に伴い広域的な用水対策を実施する必要のある水系を「水資源開発水系」とし
て指定し、その水資源開発水系においては「水資源開発基本計画（通称：フル
プラン）」を決定することとなっている。 
筑後川水系も、1964 年（昭和 39 年）に、この指定を受け、1966 年（昭和 41
年）の計画決定後（両筑平野用水）、社会的背景の変化に応じて、計画の変更を
重ね、2005 年（平成 17 年）の全部変更をもって現在に至っている。また、こ
の時代に特定多目的ダム法（1957 年（昭和 32 年））が、多目的ダムの建設及び
管理に関し河川法の特例を定めるとともに、ダム使用権を創設し、もつて多目
的ダムの効用をすみやかに、かつ、十分に発揮させることを目的として作られ
た。現在の開発計画の殆どがこの時代に策定され、現在も継続中である。 
本研究で対象とする筑後川水系では、流域外への導水などが、社会問題とし
て取り上げられたこともあり、水資源問題に対して厳しい状況下にある地域で
ある。特に低流量時には、利水問題・水質問題が発生しやすい地域とも言える。 
佐賀低平地は、藩政時代から用水確保に苦労し続けてきた地域であり、淡水
取水や水路網による用排水システムのような地域独自の水システムが構築され
てきた。前述したように、水資源開発の基本方針は、用水の安定した供給であ
り、水量開発が基本であった。有明海の水産業に対する影響など、環境影響に
対する懸念があったために環境モニタリングが現在も継続中である。 
現在、これらモニタリングの情報が集積され、現象解明のためのモデル解析
技術も向上し、筑後川感潮域の水質変化に対する定量的把握も可能となった。
水資源管理先進国の事例からは、水質問題を契機として政策分析等の総合的観
点からの調査研究が開始されている。 
本研究は、佐賀低平地の利水システムの変遷過程を水問題分析の観点から考
察し、利水形態の変更、近年の地球温暖化に伴う気象条件の変化、潮位変動等
の要因が筑後川感潮域の水質変動特性にどのような影響をもたらしたのかを現
象解明の観点から明らかにすることを目的としたものである。 
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1.3  本論文の構成 
 
本論文の構成は次の通りである。 
第 1 章では、本研究の背景と目的を論じ、本論文の構成を整理する。 
第 2 章では、日本における水資源開発と佐賀低平地における利水問題につい
て、既往の資料や類似の研究成果に基づいて検討を加える。水管理先進国でも
あるオランダにおける総合水管理と政策サイクルについて、概説し、政策サイ
クルと政策分析のためのモデルの重要性について指摘する。ついで、日本にお
ける水行政の変遷過程と総合水資源管理に関して、現状と課題を整理する。さ
らに、佐賀平野における利水事業と水管理システムの現状と今後、懸念される
問題点等を整理する。最後に、水資源政策分析モデルについて言及し、本研究
で必要とされるモデルの必要要件について考察する。 
第 3 章では、佐賀低平地の主要河川水系における利水システムの現状と課題
を整理し、利水に係わる問題分析の観点から考察する。まず、嘉瀬川水系の水
分配システムから見た佐賀低平地の水問題を分析する。嘉瀬川水系の川上頭首
工からの利水は高度化されているものの、水需要に対する弾力的な対応が困難
であることから、配分システムに対する提言を試みている。城原川水系でも類
似の水問題分析を試みる。最後に、筑後川水系の利水システムと筑後大堰湛水
域の水質特性について考察し、筑後川下流用水と内部生産の関係について水質
解析の観点から考察する。 
第 4 章では、筑後川感潮域の水質環境の長期変動特性について考察するため
に、まず、感潮域の塩分変動特性について、実測データと解析モデルを用いて
検討を加える。ついで、有限容積モデルを用いた筑後川感潮域の水質解析を行
い、感潮域の水質変化に及ぼす水利用特性の影響を明らかにする。 
第 5 章では、以上の各章を総括する。 
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第二章 日本の水資源開発と佐賀低平地における利水問題 
 
2.1  はじめに 
 
本章では、まず、低平地を対象とした水管理の先進例としてオランダの総合
水管理について比較学的見地から考察を加える。オランダは、地方分権の進ん
だ国でもある。これは、オランダ干拓事業等に係わる水利組合が長年に渡って
伝統的な役割を果たしてきたためとも言われている。日本では馴染みのない用
語ではあるが、水政策分析や政策サイクルについて概説する。 
ついで、水資源開発の観点から日本の水行政の変遷過程を総括し、筑後川水
系水資源開発基本計画を紹介し、佐賀低平地の水環境、特に筑後川感潮部の水
質環境へ及ぼす影響把握の面から問題提起を試みることとする。 
最後に、水政策分析のためには、水量から水質まで考慮した総合的なモデル
による分析や影響評価に必要とされるモデルの課題について考察し、本論文で
要求されるモデル仕様について考察する。 
 
2.2  オランダにおける総合水管理と政策サイクル 1)、2) 
 
2.2.1 オランダにおける総合水管理 
 図-2.1 にオランダ国土の概略図を示す。低平地と定義される平地において、
自然、産業など地域の特性によって水問題への対策は異なる。表-2.1 にオラン
ダ・日本・佐賀県の水管理に関する主要諸元を示す。オランダは国土面積 340
万 ha、人口 1500 万人の人口密度の高い国である。国土は低平地地域と高地地
域の 2 つの地域に大別される。標高 2m 以下の沖積低平地地域は国土の 70%に
あたり、その 40%が海面以下の標高である。年間平均降水量は 750～800mm で
ある 1)。オランダの主要な表流水源はライン川であり年間 69 億 m3、すなわち
淡水全供給量の 63%をもたらしている。しかし、ライン川沿いには種々の鉱工
業が多く、各種の水質汚濁が進行し、国境を越えた問題となっている。オラン
ダでは夏に水が不足し、冬には余剰水が生じる。オランダの国土の 70%は耕地
であり、その 3 分の 2 が家畜の飼料となる牧草地である。 
約 2500 年前、オランダ国土の大部分は潟湖とデルタ状の土地から構成されて
おり、北海や河川が高水位になると冠水していた。人々は自然に形成された沖
積提の上に移住し、漁業、狩猟を生業としていた。治水工事の始まりは、紀元
前 300 年頃といわれており、小規模な堤防と水路網で結びつけることによって、
作物の栽培に適するように土地を乾いた状態に維持する方法を見出した。沿岸
地域の干拓は 1200 年頃に始まっている。干拓は、潮汐作用で陸地内に運搬され
7 
た土砂の堆積によってできた比較的高い土地（砂丘）を堤防で囲むという方法
で行われた。16、17 世紀になると、商人が営利活動としてポルダー（干拓地）
の開発に着手するようになり、南北オランダ州の湖沼のいくつかが干拓されて
いる。20 世紀に入るとさらに大規模な干拓が行われるようになった。ゾイデル
海プロジェクトは、第一次大戦中の食料不足と 1916 年の大水害を契機として本
格着工された。これは、ゾイデル海（Zuyder Zee）と北海の間に 30km に及ぶ締
め切り堤防を築き、内海を淡水湖[アイセル湖（Ijsselmeer）]にすると同時に、
そこに 5 つのポルダーを作り、これにより国土を 6%（2050km2）増やそうとい
うものであった。 
 低平地国オランダの干拓の基本的な思想は、高潮、高水時に内陸部奥深くま
で進入する水による土地の侵食や冠水を防ぐために堤防を築き、土地を守るた
めのものであった。さらに、排水という低平地に不可避な作業を行うために、
水路網や運河を巡らし、多数の風車、ポンプによって揚水し、最終的に海域へ
排水した。また、同時に排水や水路管理に関する統治組織が各ポルダーごとに
形成された。これが、後述するオランダ独自の水利組合（Water schappen）であ
り、時代の流れと共に統廃合されつつも、現在でも中央政府に対してかなり独
立性の強い権限のある組織として存続している。 
1971～1985 年は石油危機、インフレ、経済成長の停滞の時期であり、1976
年の旱魃（年降水量 530mm）では深刻な農業被害が発生した。水管理上の問題
としては高地地域の水不足、工業化による水質汚濁の進行、低平地地域への塩
水侵入が取り上げられ、｢オランダの水管理のための政策分析（PAWN-1）｣が
実施された。PAWN 研究を基にして、1984 年に第 2 次水管理政策に関する公文
書（2nd Note on Water Management）が提出され、水資源開発の費用－便益関係
の検討結果から、水に関わる大規模な社会基盤の新たな整備は不要とされ、替
わって水の多目的利用など水管理面の重要性が強調された。このことから、従
来の｢水｣そのものから｢水システム｣へと主眼が移り、総合水管理の基礎が提示
された。しかし、水質に関する高度な管理についての検討は積極的には行われ
なかった。 
 デルタプロジェクトの終了による治水関連基盤整備の投資減少に加え、一方
では環境問題に対する関心の高まりから｢持続可能な開発｣の理念が政策に反映
され始めた。｢自然環境のための水の機能｣が政策上でも認識され、1989 年に第
3 次水管理政策に関する公文書（3rd Note on Water Management）が提出された。
｢水システム｣という新しい概念を中心に据え、生態学的な目標と機能を満足す
るように水システムを管理し、開発しなければならないことが述べられている。 
 オランダにおける水問題は、低平地地域における洪水防除、排水、塩水の浸
入、地下水の汲み上げによる地盤沈下、高地地域における灌漑用水の不足が主
8 
要なものであった。洪水防除及び排水など水量制御に関する深刻な問題はデル
タプロジェクトなどの大型事業によって既に解決され、現在では、富栄養化や
ライン川の水質汚濁あるいは生態系に関すること 3）、4）が重要な課題となってい
る。 
 
2.2.2 オランダの水管理概要 
低平地国であるオランダの水制御･管理の歴史は、堤防で囲まれた領域、すな
わち干拓の歴史といえる。現在の国土の半分は、かつては低湿地であった。こ
の低湿地を開発するために、堤防で囲まれた土地（ポルダー）の開発すなわち
干陸化が進められた。ポルダー内には水路網（ditch）が張り巡らされ、排水ポ
ンプによってポルダー外の主水路に排水され、最終的には海へと排水された。
ポルダーにおいては、特に農業の面で水位を作物の根部以下に設定する必要が
あるので、地下水位の管理が重要となる。 
オランダの水管理は、中央政府、州、地方自治体（後述する水利組合も含む）
の 3 つのレベルで行われている。図-2.2 にオランダにおける水管理組織の概要
を示す。中央政府は主要な河川、船舶用運河、入り江、湖沼、北海沿岸地域を
対象として、それらの保安、航行、水量、水質、水生生態、表流水の配分など
国家的管理責任を有している。水量･水質の管理任務は州内の水利組合に委託さ
れている。州の水管理に関して重要な業務の一つは地下水管理である。水利組
合は政府の示したガイドラインに沿って、実際の総合的な施策を行うことを法
律によって保証されている。オランダにおいては、水利組合の存在によって一
つまたは複数のポルダーという流域単位で高い独立性を持った水管理が行われ
てきたといえる。 
各ポルダー内では地下水位の管理が重要であり、微妙に異なるポルダーの地
盤高に応じて、堰やポンプなどを設けて面的に張り巡らされた水路網の水位を
調節するなど、ポルダーを一つの流域として水管理を行う必要があった。 
オランダにおける水利用形態としては、農業、内陸航行、上水、産業、発電
などが挙げられる。ある特定の目的だけに注目して水管理を行うと、流速、水
位、水質などの変化によって、他の水利用や水資源に悪影響を及ぼす可能性が
ある。つまり、適切な水管理を行うためには各水利用形態、表流水と地下水の
水量･水質への影響を予め把握しておく必要がある。 
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図-2.1  オランダ国土概略図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.2 オランダにおける水管理組織の概要 
 
 
中央政府 主要な河川･
運河･入江･湖
州　Province地下水
水利組合地方自治体
地方の水下水処理施設
監督
管理
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表-2.1  オランダ・日本・佐賀県の水管理に関する主要諸元 
 
オランダ 日本 佐賀県 
年平均降雨量(mm) 800 1800 1890 
１日平均水使用量 
(l/人・日) 
125 335 280 
低平地面積比 70 14 27 
農地面積比 70 14 29 
国土面積 
(×1000km2) 
34 378 2.4 
人口密度 
(人/km2) 
405 328 367 
 
 
図-2.3 政策サイクル 5) 
 
　社会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術
　　　　　　　　　　　　　　維持管理　　　　　　　　政策実施（基盤整備）
　 住民の意思　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公聴と政策決定
　　　　　　　　　　　　政策分析の骨組み
　  問題分析
　　　　　　　 政策オプション　　　　　　　　　政策・オプション及び
　　　　　　　　　　　　　　　　と影響の評価　　　　　　　　　　　影響の提示
　　　調査　　　　　　　　 一般的研究
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このように、オランダでは総合水管理を行う必然性から、それを可能にする
種々の技術や水利組合で代表される管理組織、すなわち社会システムが長年の
間に培われて来たものと思われる。オランダでは 1970 年代に水不足による大規
模な農業被害が生じ、さらには富栄養化などの水質汚濁も深刻な問題として認
知されるようになった 6）。これらの問題に対処するために、各水利用形態、水
質と水量などを考慮に入れた水管理の政策分析（PAWN 研究）7）が行われた。
PAWN 研究の目的は、国家による水管理政策に関する多様な結果を評価するた
めの方法論を確立させること、水管理政策を策定する際、あるいはそれに関す
る政策分析にこの方法論を適用させることなどであり、1976 年から 1981 年に
かけて研究が実施された。 
PAWN 研究で開発された水管理政策の策定とその評価に関する一般的なアプ
ローチは、図-2.3 に示されるような種々の政策サイクルから構成されている。
主要なプロセスは｢政策のスクリーニング｣、｢政策の案出｣、｢影響評価｣である。
Tactics（戦術）は水管理を改善するための一つの戦術的手段であり、技術的（施
設の建設など）、管理的（水門の制御方法の変更など）、価格･規制的（汚濁税な
ど）というように多岐に渡っている。｢政策のスクリーニング｣プロセスにおい
て、これら多くの tactics の中から実現可能で有効なものを選ぶために、費用便
益と投資基準を基に粗い評価が行われる。｢政策の案出｣プロセスにおいては、
政策（strategy）8）が構築される。｢影響評価｣のプロセスでは、このようにして
得られた strategy をあらゆる側面から評価検討する。 
影響評価の結果、strategy に問題のある場合は再び｢政策の案出｣プロセスに戻
って、影響評価の結果として問題がなくなるまで反復が行われる。この反復が
政策サイクルと言われる所以でもある。 
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2.3 日本における水行政の変遷過程と総合水資源管理に関する課題 
 
佐賀低平地の利水に関する政策分析を論ずるに先立ち、まず、日本における
水行政の変遷過程について述べ、ついで総合水資源管理の必要性について論じ
る。 
日本における水問題解決のための政策およびその施策対象は、治水、利水お
よび公害問題としての水質汚濁を防止することであった。今後、環境の視点が
加わることは明白である。治水に関しては、明治維新を経て現在に至るまで国
民の生命および財産を守るという国是に基づいて施策が実施されてきた。治水
はある意味では、国防と同じレベルのものであることから、日本全国統一型の
経済評価まで含めた計画論や技術統制システムが構築され、現在に至っている。
水質汚濁問題については、公共下水道等の水処理施設の整備により、公共水域
における水質改善の兆しが認められつつある。日本の下水処理（雨水排除およ
び汚水排除・処理）については、雨水公費負担、汚水私費負担を原則としてい
ることから、財政負担が下水道普及の阻害要因となっている中小市町村も多い
が、原理的には解決可能な問題である。しかしながら、後述するように、低平
地のように複雑な水系が存在している地域では、総合水管理から見た水質問題
が顕在化する場合もあり得る。一般的に水質まで含めた総合水管理を日本で実
施することは、現在の行財政制度では困難なケースが多く、研究途上の段階と
なっているテーマも多く残されている。佐賀低平地の水質問題については、嘉
瀬川、城原川そして筑後川水系からの幹線用水系と幹線排水系の殆どが分離さ
れていること、水系の殆どが低平地水路網システムであることから、生活雑排
水による問題を除外すれば、長期的には、富栄養化が問題となることが懸念さ
れる。 
利水に関する大きな転機は、明治政府による近代化政策に伴う国土（管理）
政策であろう。土地私有化・水公有（公水）化政策が明治政府の基本的政策ス
タンスであり、このスタンスは現在まで続いている。この明治政府の政策は、
河川の流水（公水）を国家として管理することにより土地利用も管理できると
いうことが基本となっており、このこと自体は当時の社会状況から当然のこと
でもある。また、水資源という用語について、日本においては、法制度や行財
政上からも国益として国家が保持し、管理するべきもの、いわゆる Resources
（Something that a country, state, etc. has and can use to its adavantage.  Webster 
より）という概念が欠落している。日本語で定義される資源としての意味（定
義）は経済財（経済的資産）としての水資源である。 
水管理先進国との比較からは、現在における日本の水管理の特徴は、水量・
水質に関連する総合的水管理に関する法制度が存在していないことである。少
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なくとも水に関する基本法が存在していない。したがって、そのための管理組
織も制度上は存在していない。日本の流域を単位とした水管理については、む
しろ藩政時代に行われていたものが、水量・水質に関して総合性あるいは水秩
序について、相互扶助の観点からは秀でていたものが多いと言えよう。 
将来において、日本に水基本法の制定および水政策に関する官庁が設置され
ることは、日本の水管理先進国となるために第一歩であろう。現在のシステム
との比較からは、水利制度の見直し、特に慣行水利権あるいは許可水利権の民
主化（ルール化）が前提条件となろう。水利制度の見直しについては、国交省、
農水省、厚労省などの省庁間での拮抗関係の変遷からも複雑なものがある。そ
の変遷過程に関する歴史的かつ法的解釈については、法学の分野でも研究途上
の段階であり、ここでは言及しないものとする。 
日本における水行政の変遷の特徴は藩政時代から次第に分割化されたことで
ある。この水行政の分割が加速的に進められたのは、主として戦後復興期に端
を発している。1957 年（昭和 32 年）に閣議決定された工業用水、上水道、下
水道の水道行政の三分割はその代表例であり、当時の社会的背景を如実に表し
ている。 
河川行政については、戦後の新憲法の施行に伴ない（知事が官選から公選へ
移行したこと、利水関係の規定の制度が急務の課題となったこと等により）1964
年（昭和 39 年）に新河川法（旧河川法は 1896 年（明治 29 年）制定）が制定さ
れた。この新河川法によって、（地域）区間主義から水系一貫主義による河川行
政が確立され、一級河川は建設大臣、二級河川は都道府県知事が管理すること
となった。さらには、洪水および水利用を中心とする河川使用関係の規定が整
備された。水資源開発に関連しては、1957 年（昭和 32 年）の特定多目的ダム
法の制定、水資源開発促進法および水資源開発公団法 1951 年（昭和 36 年）が
制定された。この水資源開発関連の法制度の整備が新河川法制定の背景となっ
ている。したがって、治水及び利水の観点からの効率的な河川整備が新河川法
の重要な目的であった。近年において、多様な生態系を有する自然環境として
の河川、うるおいと安らぎをもたらす河川、健全な水循環系としての河川、す
なわち地域の個性を重視する河川整備の要望が高まりつつあることから、新河
川法が改正された（1997 年（平成 9 年））。 
水質保全に関しては、高度成長期における産業構造の変化、都市化、人口集
中に伴い事業場排水や生活排水による公共水域の汚濁が深刻な社会問題いわゆ
る公害問題となり、水質制御型の汚濁防止対策や水質規制が実施された。した
がって、この時代の水質に関する水行政の変遷の特徴は、下水道法（1958 年（昭
和 33 年））、水質汚濁防止法（1970 年（昭和 45 年））などの法律が制定された
ことである。環境（公害）に関する行政についても同様に、公害対策基本法（1967
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年（昭和 42 年））が制定されている。これらの法制度の整備と併せて下水道な
どの水環境保全関連の社会基盤整備に伴い、近年においては高度成長期に見ら
れたかっての深刻な水質汚濁問題は改善されつつあり、健康項目に関連する水
質環境基準の達成状況は 99.1%（2007 年（平成 19 年）度）に達している 9)。 
しかしながら、公共水域における生活環境項目に関連する水質環境基準の達
成状況は満足し得る状況に達しているとは言い難いようである。特に閉鎖性水
域あるいは半閉鎖性水域の湖沼や海域では、環境基準の達成度の低さに加えて、
水道水の異臭味、漁業生産への影響などの問題が生じており、これら水域に対
する水質改善対策が急務の課題となっている。このような経緯を踏まえて、海
域への水質総量規制の制度化（1978 年（昭和 53 年）、水質汚濁防止法の改正）、
湖沼の窒素・燐に係わる環境基準に関する環境庁告示（1982 年（昭和 57 年））、
湖沼水質保全特別措置法（1984 年（昭和 59 年））、窒素・燐に係わる排水基準
の設定（1985 年（昭和 60 年））、海域における窒素・燐に係わる環境基準の設
定（1993 年（平成 5 年））などの対策が講じられた。水道水源の水質保全対策
に関しては、特定水道利水障害の防止のための水道水源水域の水質の保全に関
する特別措置法（1994 年（平成 6 年））、水道原水水質保全事業の実施の促進に
関する法律（1994 年（平成 6 年））が整備された。このように近年における公
共水域の水質保全に関する法体系が加速的に整備された理由として、汚濁負荷
源の複雑化と負荷量の増加、国民の水道水や水環境（生態系）に対する関心の
高まり、などが挙げられる。一方では、かってみられた深刻な公害問題が沈静
化したこと、地域・地球環境に対する国内外からの要望が増したために公害対
策基本法が廃止され、環境基本法（1993 年（平成 5 年））が制定されている。 
以上述べたように、日本の環境・水行政はその時代の社会的背景を反映しつ
つ変遷してきており、種々の問題を解決するために法・行財政制度の確立や社
会基盤の整備が図られてきたことがわかる。しかし、一方では現在の分割化さ
れた環境・水行政は、それぞれ固有の目的に対応するシステムとなっている。
具体的には、河川行政については、高水対策としての治水と利水中心の低水対
策、下水道については、環境基準の達成、水域への汚濁負荷の削減を目的とす
る施設として整備が進んでいる。上水道については、水道水質基準（安全性）
を達成するために整備されている。このように、国等の機関としては、図-2.4
に示すように治水、利水（水資源開発）、水環境保全などの個別の行政目的に対
応して水行政機関が存在している。 
しかし、渇水時に生じるであろう深刻な問題が社会問題として認知されるケ
ースが増えつつあることも周知の事実である。したがって、短期的には、水基
本法制定に向けての検討を開始すると同時に、現状問題を解決することを目的
とした流域独自の社会システムによる実施可能な管理組織を形成することが急
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務の課題と言えよう。 
 一方、1997 年（平成 9 年）の河川法改正に伴い、河川計画や水利制度など計
画論から制度に至るまで種々の改正がなされた。 
公式的な大きな改正点について、ここでは、河川行政（利水）の側面から論
じてみたい。 
① 法的な側面：水利権などの水利制度 
② 制度的な側面：地域との連携を高め、および情報公開機能を有し、
かつ水管理先進国における民主主義的な機能を有する組織の設立 
③ 行政的側面：全国統一型から地方個性型への転換 
④ 機能的側面：治水・利水に加えて環境（機能）の追加 
上記の制度変更の趣旨からみれば、日本の河川行政は、従来の中央集権的、
縦割り的、効率的システムから、地方分権的、総合的、そして弾力的システム
へと転換する段階に入ったと言える。 
河川管理における管理は、高水管理と低水管理に分けられる。国際的な定義
から言えば、旧来の高水管理は、高水制御の範疇に入る。高水管理の定義に従
えば、総合治水対策から氾濫リスク管理等危機管理まで含むものでなければな
らない。 
日本の低水管理は、残念ながら緒についたばかりである。高水、低水にして
も管理に要求される国際的感覚での必要条件は、意思決定機能を有する権威の
存在である。日本における河川管理は、法律上は行政として定義されたシステ
ムであるために、限定された部分での意思決定機能が河川管理者に与えられて
いる。しかしながら、総合的観点からの決定機能を有していないために、行政
システムとしての河川管理者には常に（直接的かつ唯一のものとして）主体的
責任が要求される。さらには、水管理に関する総合的見地からの（政治的）意
思決定がなされるシステムとなっていないために、複合化した問題に関する問
題提起や問題分析から、実現可能な政策分析と政策評価に至るまで、殆ど総て
の場合について、各種委員会や協議会組織を設立し対応しなければならないの
が現状のようである。 
日本における水行政の将来展望について考える際のボトルネックは、環境で
あることは明白である。環境の視点が加わることによって、今まで分離されて
いた問題の複雑さが増し、限定されていた分野での意思決定（権威）を弱めな
いと総合化も困難になると予想される。 
環境に対する社会の要望は、前述した政策サイクルでも示したように、常に
流動的であることから、意思決定に至るまでの期間も長くなるか、あるいは最
悪の場合には決められないことも予想される。水管理先進国における先例から、
日本に要求されることは、自由選択に付随する責任であろう。ここで言う責任
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とは、意思決定プロセスにおいて選択する責任、必要コストの負担責任などが
含まれる。そのためには、的確な情報公開が必要不可欠である。今後は、水管
理行政に必要な情報が十分収集されることと、併せて公開手段は分かり易いも
のでなければならない。 
 2008 年（平成 20 年）11 月 3 日の各報道記事（佐賀新聞、中国新聞など）は、
次のように報じている。『国土交通省は、（2008 年（平成 20 年）11 月）2 日に
利根川や木曽川、筑後川など、全国七水系を対象に、安全でおいしい水の供給
や渇水時の水の融通など水に関するすべての問題について、流域の自治体が国
と協力し総合的に管理する新計画をつくる方針を決めた。水需要予測に基づく
ダム建設に力点を置いた水資源開発基本計画を抜本的に見直す。新計画の効果
が上がれば国交省は、全国の河川でも同様な計画を策定できるかどうか検討す
る考えだ。2010 年度までに開発計画の内容を定めた水資源開発促進法を改正す
る。現在の開発計画は、水道水や工業用水の需要予測に基づき、必要なダム建
設などを定めている。しかし、下水処理場の排水口の下流に浄水場の取水口が
あるなど水質面での課題が多く、渇水時に水をどう確保するかなどの取り組み
も不十分だ。このため新計画となる「水資源管理基本計画」は、10～15 年後を
目標にして、ダム建設計画に加えておいしい水に必要な水質の改善の目標、排
水・取水場所の見直しや下水道整備、河川浄化など目標達成に向けた対策など
を盛り込む。渇水では、流域の渇水対策協議会などの経験を生かし、農業用水
の水道水への一時融通や取水制限などの在り方を利水者の間であらかじめ決定。
企業や住民の節水、地下水など代替水源からの取水など緊急対応も示す。この
ほか河川に毒を流すようなテロや地震などが起きた際の安全な水の供給を含め
た危機管理の方針、渇水時や緊急時の地下水や雨水、下水再生水の利用方針、
過疎や高齢化が進む上流部にある水源地域の保全策も定めることにしている。
また新計画は、国が知事の意見を聞き決める現行方式から流域の自治体、国の
出先機関、利水者の代表などがつくる流域協議会が素案を策定する方式に変更、
自治体の意見を反映しやすくする。』 
 上記の方針転換は、下記のようにまとめることができる。 
① 水量開発主義から水質も水資源管理の目標に含まれることになった。 
② ダムなどの開発から他水源からの融通により弾力的運用により渇水問
題に対処すること、そのための運用ルールを予め定めることとした。 
③ 国主導の計画策定方式から流域自治方式に転換したこと。 
要するに総合水管理としての水資源政策への転換とも表現できる抜本的な見
直し段階に入ったということである。よって、今後は、この総合計画新計画策
定に向けた課題の抽出、解決方策の立案などが重要になると考えられる。 
次節においては、佐賀低平地における各種利水事業と水管理の現行システム
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について概説すると共に総合水資源管理の観点から今後取り扱うべき課題につ
いて考察を試みる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.4 日本の水行政体制の概要 5)（一部 筆者により修正） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
主要な水行政の項目と目的 主要な国等の機関
水量制御・管理
水質制御・管理
洪水調節
水資源
利水
水質保全対策
水質汚濁防止法
国土交通省・厚労省・農水省等
国土交通省・厚労省・農水省・
経産省等
国土交通省・厚労省・環境省・
農水省等
環境省・内閣府等
国土交通省など
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2.4 佐賀平野における利水事業と水管理システム 
 
本節では、佐賀低平地における利水事業について水資源開発の観点から既存
資料に基づいて概説し、水管理システムの必要性について考察する。 
 佐賀平野は筑紫平野の西半分を占め、北は脊振山系から南は有明海へ展開す
る東西 28km、南北 20km に及ぶ広大で低平肥沃な沖積平野である。佐賀市以南
の地域は、弥生時代以降に自然的干拓（陸化）と人工的干拓であり、日本でも
独特の低平地環境を有しているところである。低平地の大部分は筑後川、嘉瀬
川などの堆積作用と有明海に流出した浮泥が、満潮時に海流と共に押戻され、
海岸部に堆積してできた粘土を主体とする三角州であり、江戸時代以降の陸部
は干拓技術の進歩により人工的に干拓開発されたものである。佐賀県下の全平
地の内、自然排水の困難な地域、いわゆる低平地地域は全平地面積約 700km2
の約 70%である 510 km2 を占め、県下人口の約 35%に当たる約 30 万人がそこに
住んでいる。耕地は全平地面積の約 60%の 47,000ha でその 90%は水田であり、
日本屈指の穀倉地帯となっている。北部の背振山地は山が浅く、河川の集水能
力が低いために水源に乏しい。一方、日本で最も干満差の大きい有明海（最大
約 6m）に面している低平地であるために自然排水が困難であり、古くから「降
れば大水、照れば干ばつ」と言われてきた。そのため水害や干害に常に悩まさ
れ続けてきた地域である。佐賀平野のクリーク面積は約 1,900ha といわれ、そ
の貯水量は 2,200 万トンで嘉瀬川上流にある北山ダムの貯水量に匹敵するとい
われている。クリークは水工学的分類からいうと灌漑用水路、調整池、貯水池、
排水路などの機能を有しており、土地利用、地形に応じてきめ細やかな管理が
なされている。 
また有明海の干満差を利用し、筑後川の沿岸地域では満潮時にせき上げられ
た淡水を水路網に引き入れて用水として利用する淡水取水（アオ取水）が行わ
れていた。表-2.2 に佐賀低平地の用水の需要と供給の関係を示す。生活用水の
需要を含んでいないが、低平地の用水供給量の 4 割以上を天水に依存している
ことが分かる。この表のデータは 1968 年（昭和 43 年）当時のものであり、現
在の状況はかなり異なっているが水源に乏しい佐賀低平地において、水路網は
用水路として重要な役割を果たしていることが分かる。 
表-2.3 に佐賀県全体の用途別取水量の水源内訳を示す。取水量の内訳は、農
業用水 8 割で、工業用水、生活用水が各々1 割であり、取水の用途の大半は農
業用であることが分かる。また、佐賀低平地は軟弱粘土地盤であるため地下水
の過剰揚水や干ばつによって地盤沈下が生じている。1958 年（昭和 33 年）の
干ばつから、年間最大沈下量 5～10cm 程度の沈下が続き、特に、1967 年（昭和
42 年）、1973 年（昭和 48 年）、1978 年（昭和 53 年）の干ばつ時には大きな沈 
19 
 
 
 
表-2.2 佐賀低平地の用水の需要と供給の概要(1968 年(昭和 43 年))9) 
                              (単位：万トン) 
  農業用水 33,000
需要 工業用水 2,000
  計 35,000
300km2×110 日×10mm 
  天山(降雨) 13,500 自己流域 6 月～9 月降雨量 750mm×0.6 
  ため池 1,800 570 箇所 
  北山ダム 4,400 容量 2,200 万トン×2 回 
供給 河川取水 4,600 嘉瀬川(北山ダムを除く)六角川その他 
  クリーク 4,000 18km2 利用水深 1.1m 
  筑後川淡水 2,400 取水樋門 40 箇所、大潮時取水 
  地下水 2,000 白石平野 160 箇所、佐賀平野 50 箇所 
  計 32,700   
 
 
 
表-2.3 用途別取水量の水源内訳(1975 年(昭和 55 年))10) 
                      (単位：千 m2，%) 
途別 河川水 地下水 その他 計 割合 備考 
73,228 
生活用水 57,199 12,357 3,672 
(10,174) 
10.2 
工業用水 64,892 17,918 80 82,890 11.6 
その他は湧水、ため
池等 
農業用水 475,097 17,138 69,254 561,489  その他は「アオ取水」
計 587,188 47,413 73,006 717,607   
割合 83.2 6.6 10.2  100  
注:農業用水は、1975 年(昭和 50 年)時点における既耕地の基準年別用水量にかかる既水源
内訳である。 
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下を示した。地盤沈下とこれに伴う被害の著しい地域について地域の実状に応
じた総合的な対策を推進するため、1985 年（昭和 60 年）4 月に筑後・佐賀平野
地盤沈下防止対策要綱が策定された。要綱では地下水採取目標量を定め（佐賀
地区年間 600 万 m3、白石地区年間 300 万 m3）、揚水量を目標採取量まで削減す
ることによって、地盤沈下を抑制し、併せて代替水の確保及び代替水の供給等
の総合的な対策の促進を図ることとしている。この要綱は 10 年毎に見直され、
最新のものは 2005 年（平成 17 年）に見直されている目標量は同じである。 
以上のように、佐賀低平地の水環境の特徴としては、1) 地下水の揚水が制限
されていることなどから水源に乏しい、2) 農業用水の需要が大きい、3) 自然
排水が困難である、などが挙げられる。また、これらの問題に対処するために
水路網を中心とする、低平地独特の水系が形成され、現在も存続している。 
佐賀低平地における利水事業はフルプランと称される筑後川水系における水
資源開発計画に基づいて整備が進められることになっており、2005 年（平成 17
年）に全部変更により 2015 年（平成 27 年）までの計画が策定された。図-2.5
にフルプランエリアと事業位置を示す。この図から、佐賀低平地、筑後川下流
域から見た主要な利水事業は、筑後川下流用水、佐賀導水事業であるものの、
水資源に乏しいこと、多くの利水事業を必要としていることが分かる。以下に
佐賀低平地及び筑後川水系に係わる主要な事業について概説する。 
            
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.5  フルプランエリアと事業位置図 11) 
 
（２）佐賀導水
（ １ ） 筑後川下流用水
(
7) 筑後川下流土地改良
（４）両筑平野用水二期
（5）大山ダム建設
（6）小石原川ダム建設
（ ３ ） 福岡導水
(
)
(
)
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(1) 筑後川下流用水事業 
 福岡県及び佐賀県の筑後川下流地区約 34,000haの農地に筑後川から導水する
ことにより、国営筑後川下流土地改良事業、県営圃場整備事業等と相まって、
地区内に散在するクリークの統廃合による大規模な用排水系統の再編成、淡水
取水の合理化、用水不足の解消を図るとともに、農業の近代化、農業経営の合
理化を図る目的とし行われたものである。筑後川下流用水事業により、佐賀県
には最大 18.6m3/s の水を送ることも可能であり、1998 年から水供給が開始され
ている。表-2.4 に筑後川下流用水の受益地、表-2.5 に夏季・冬季における取水
量を示す。 
事業目的  「この事業は、取水施設及び導水路等を建設することにより
淡水取水の合理化、用水不足の解消を図るとともに、筑後
川下流土地改良事業とあいまって、福岡県及び佐賀県の筑
後川下流地区の農地に 対し必要な農業用水の確保及び補
給を行うものとする。」 
事業主体   水資源開発公団（現在、（独立行政法人）水資源機構） 
河川名    筑後川 
最大取水量  右岸 毎秒約 18.6 立方メートル 
左岸 毎秒約 13.5 立方メートル 
工期        1978 年（昭和 53 年）度から 1997 年（平成 9 年）度 
表-2.4 筑後川下流用水の受益地 12)  
受益地 市町村名 ha 
福岡県 
(7 市 1 町) 
久留米市 大牟田市 柳川市 筑後市 八女市 大川市  
みやま市 大木町 
約
15400
佐賀県 
(4 市 3 町) 
佐賀市 鳥栖市 小城市 神崎市 みやき町 吉野ヶ里町 
上峰町 
約
19400
 
表-2.5 夏季・冬季における取水量 13) 
*最大取水量 28.08m3/sのうち 25m3/sを超える部分の取水は瀬ノ下地点における筑後川の流
量が 44m3/s を超える場合に限り、その超える部分の範囲内において行う。（28.08m3/s のう
ち 25m3/s は既得扱い、残り 3.08m3/s は新規取水） 
期間 右岸左岸最大 筑後取水口  佐賀取水口 夏季 
(毎年 6/1～20 日) 
(毎年 6/21～10/10) 
25.00m3/s 
*28.08m3/s 
12.63m3/s 
13.54m3/s 
12.38m3/s 
18.60m3/s 
冬期 (毎年 10/11～翌年 5/31) 4.00m3/s 3.47m3/s 1.45m3/s 
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(2) 佐賀導水事業 
低平地である佐賀平野は長年、洪水被害・内水被害や地盤沈下の被害に悩ま
されてきた。佐賀市内の小河川では水質汚濁が問題となっている。 
 図-2.6 に佐賀導水事業位置を示す。佐賀導水事業は、筑後川、城原川及び嘉
瀬川を導水路（管路、開水路）で連絡する流況調整河川（総延長：約 23km）
で、洪水調節、内水排除、流水の正常な機能の維持と増進（河川維持流量及び
河川水質浄化用水）、水道用水への補給を目的としている。 
事業目的  「この事業は、筑後川、城原川及び嘉瀬川を連結する流況調
整河川を建設することにより、洪水調節、佐賀平野の内水
排除及び佐賀市内河川の水質浄化及び流水の正常な機能
の維持を図るとともに、佐賀県の水道用水を確保するもの
とする。」 
事業主体   国土交通省 
河川名    筑後川、城原川及び嘉瀬川 
最大取水量  毎秒約 2.3 立方メートル 
    （内水排除時毎秒約 30.0 立方メートル） 
予定工期   1974 年（昭和 49 年）度から 2008 年（平成 20 年）度まで 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-2.6  佐賀導水事業 
 
導水路延長：約23km 
Ｎ
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筑後川水系に係わる事業として下記のものが挙げられる。 
(3) 福岡導水事業    
事業目的  「この事業は、取水設備及び水路等を建設することにより、
福岡市及びその周辺地域に対して水道用水を供給するもの
とする。なお、この事業の実施に当たっては、筑後川下流
部の水産業および淡水取水に及ぼす影響について十分配慮
するものとする。」 
事業主体   独立行政法人 水資源機構 
河川名    筑後川 
最大取水量  毎秒約 2.8 立方メートル 
予定工期   1973 年（昭和 48 年）度から 2012 年（平成 24 年）度まで 
 
(4) 両筑平野用水二期事業 
事業目的  「この事業は、両筑平野用水施設の改築を行うことにより、
福岡県の農業用水、水道用水及び工業用水並びに佐賀県の
水道用水の供給のための水路等の機能回復を図るもので
ある。」 
事業主体   独立行政法人 水資源機構 
江川ダム利水容量 約 24,000 千立方メートル 
    （有効貯水容量約 24,000 千立方メートル） 
予定工期    2005 年（平成 17 年）度から 2013 年（平成 25 年）度まで 
 
(5) 大山ダム建設事業 
事業目的  「この事業は、洪水調節及び流水の正常な機能の維持を図る
とともに、福岡県の水道用水を確保するものとする。」 
事業主体   独立行政法人 水資源機構 
河川名    赤石川 
新規利水容量 約 6,300 千立方メートル 
        （有効貯水容量約 18,000 千立方メートル） 
予定工期   1983 年（昭和 58 年）度から 2012 年（平成 24 年）度まで 
 
(6)小石原川ダム建設事業 
事業目的  「この事業は、洪水調節及び流水の正常な機能の維持（異常
渇水時の緊急水の補給を含む）を図るとともに、福岡県の
水道用水を確保するものとする。」 
事業主体   独立行政法人 水資源機構 
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河川名    小石原川 
新規利水容量 約 4,600 千立方メートル 
    （有効貯水容量約 39,100 千立方メートル） 
予定工期    1992 年（平成 4 年）度から 2015 年（平成 27 年）度まで 
 
(7) 筑後川下流土地改良事業 
事業目的  「この事業は、水路等を建設し、クリークの統廃合整備を行
うことにより、淡水取水の合理化を図るとともに、筑後川
下流用水事業とあいまって、福岡県及び佐賀県の筑後川下
流地区の農地に対して必要な農業用水の確保及び補給を
行うものとする。」 
事業主体   農林水産省 
河川名    筑後川 
クリーク水路延長 約 172 キロメートル   
予定工期   1972 年（昭和 47 年）度から 2011 年（平成 23 年）度まで 
 
 
2005 年（平成 17 年）に全部変更された筑後川水系における水資源開発基本
計画において、需要の見通し及び供給の目標として、国交省は下記のように報
告している。アンダーラインは筆者によるものである。 
『1 水の用途別の需要の見通し及び供給の目標 
筑後川水系に各種用水を依存している福岡県、佐賀県、熊本県及び大分県の
諸地域において、2015年（平成27年）度を目途とする水の用途別の需要の見通
し及び供給の目標はおおむね次のとおりである。また、経済社会の諸動向並び
に水資源開発の多目的性、長期性及び適地の希少性に配慮しつつ、これらを必
要に応じて見直すものとする。 
 (1) 水の用途別の需要の見通し 
水の用途別の需要の見通しは、計画的な生活・産業基盤の整備、地盤沈下対策
としての地下水の転換、合理的な水利用等を考慮し、おおむね次のとおりとす
る。筑後川水系に水道用水または工業用水を依存している諸地域において、水
道事業及び工業用水道事業がこの水系に依存する需要の見通しは毎秒約10.4 立
方メートルである。このうち、この水系に水道用水を依存している福岡県、佐
賀県、熊本県及び大分県の諸地域において、水道事業が依存する需要の見通し
は毎秒約8.2 立方メートルであるとともに、この水系に工業用水を依存している
福岡県、佐賀県及び熊本県の諸地域において、工業用水道事業が依存する需要
の見通しは毎秒約2.2 立方メートルである。 
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また、筑後川水系に農業用水を依存している福岡県及び佐賀県の諸地域にお
いて、農業基盤の整備に伴って増加する農業用水の需要の見通しは毎秒約0.1立
方メートルである。 
(2) 供給の目標 
これらの水の需要に対し、近年の降雨状況等による流況の変化を踏まえた上
で、地域の実状に即して安定的な水の利用を可能にすることを供給の目標とす
る。このため、2に掲げる施設整備を行う。 
2に掲げる水資源開発のための施設とこれまでに整備した施設等により、供給
が可能と見込まれる水道用水及び工業用水の水量は、近年の20 年に2番目の規
模の渇水時における流況を基にすれば毎秒約11.0 立方メートルとなる。なお、
計画当時の流況を基にすれば、その水量は毎秒約13.4 立方メートルである。 
また、農業用水の増加分として毎秒約0.1 立方メートルを供給する。』 
  
また、国交省によれば、筑後川水系の水資源の総合的開発及び利用の合理化
に関する重要事項として、下記の事項を挙げている。 
『(1) この水系に各種用水を依存している諸地域において、適切な水利用の安
定性を確保するため、需要と供給の両面から総合的な施策を講ずるものとする。 
 
(2) 水資源の開発及び利用の合理化に当たっては、水源地域の開発・整備及び流
域内外の地域連携を通じた地域の特色を活かした活性化を図ること等により、
関係地域住民の生活安定と福祉の向上に資するための方策を積極的に推進する
とともに、ダム周辺の環境整備、水源の保全かん養を図るための森林の整備等
必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 
 
(3) 水資源の開発及び利用の合理化に当たっては、流域での健全な水循環を重視
しつつ、治水対策に十分配慮するとともに、適正な土砂管理及び河川環境の保
全に努め、下流既得水利、水産業、特にのり漁業等に影響を及ぼさないよう十
分配慮するものとする。さらに、既設ダム群等の有効活用により適正な流況の
保持に努めるなどの筑後川の適切な水管理を図り、これにより、有明海の環境
保全にも資するよう努めるものとする。 
 
(4) この水系に各種用水を依存している諸地域においては、一部の地域で過去に
地下水の採取により著しい地盤沈下が発生し、現状では沈静化傾向にあるもの
の、依然として地下水に対する依存度が高いことから、安定的な水の供給を図
りつつ、地下水が適切に利用されるよう地下水採取の規制、地下水位の観測や
調査等を引き続き行うこととする。 
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(5) 水資源の開発及び利用の合理化に当たっては、次の施策を講ずるものとする。 
① 漏水の防止、回収率の向上等の促進を図るとともに、節水の普及啓発
に努めるものとする。 
② 生活排水、産業廃水等の再生利用のための技術開発等を推進し、その   
利用の促進を図るものとする。 
③ 生活環境の整備に伴い増大する下水処理水と河川流水を総合的に運 
用する施策を推進するものとする。 
④ 近年の経済社会の発展に伴う土地利用及び産業構造の変化に対応し、 
既存水利の有効かつ適切な利用を図るものとする。 
 
(6) 渇水に対する適正な安全性の確保のため、異常渇水対策の推進とともに、既
存施設の有効活用方策、各利水者の水資源開発水量等を適正に反映した都市用
水等の水利用調整の有効性等及びこれまでの地域における水利用調整の考え方
等について総合的に検討し、その具体化を図るものとする。 
 
(7) 水資源の開発及び利用の合理化に当たっては、水質及び自然環境の保全に十
分配慮するとともに、水環境に対する社会的要請の高まりに対応して水資源が
もつ環境機能を生かすよう努めるものとする。 
 
(8) 本計画の運用に当たっては、各種長期計画との整合性、経済社会情勢及び財
政事情に配慮する適正な安全性の確保ものとする。』14) 
 
 上述した筑後川水系の水資源開発基本計画において、アンダーライン部分も
含めて特徴的な点は、まず、水道用水、工業用水については需要と供給量が水
収支の観点すなわち使う量として明記されていることに対して、農業用水に対
しては、増加分のみが提示してあることである。これは、日本における水資源
開発の歴史的構造、すなわち既得水利権と新規許可水利権に関する歴史的背景
を現しているものとも考えられるが、詳細は不明である。しかし、留意すべき
事は開発した後の河川の流況変化、下流域に及ぼす水質も含めた環境影響の観
点から水収支の変化を明らかにする姿勢がないと渇水時における適正な安全性
の確保を図るための総合的な検討も困難となる事である。フルプランにおいて
重要である水環境に対する社会的要請を踏まえて水資源の持つ環境機能を生か
すよう努めることとしているが、そのために必要とされることは、公正かつ透
明性の高い情報提供であり、社会的要請に先立ち、科学的知見に基づく環境影
響の評価が必要とされよう。 
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2.5  水資源政策分析モデル  
水問題分析に関する既往の研究 
―利水を主体として－ 
 
2. 5.1 流域水循環モデル 
現在、世界中には多くの流域水循環モデルが存在し、さらに新規の開発や改
良が間断なく行われている。それらの多くが流出成分毎に水分量を推定でき、
斜面要素型に分類されるモデルが多い。これらは、自然系を対象としたモデリ
ングが主流であり、人間活動（例えば、下水道やダム貯水池など）を組み込ん
だモデルは少数派であるのが実情である。  
手計ら 15)は数値モデルによって、自然流況の再現を行い、土地利用変化や大
ダム貯水池開発などの人問活動（都市化による流出率変化、灌概面積の増加に
伴う蒸発散量の変化、灌概用水漏出による地下水量の増加）の河川流況への影
響を考量して社会変動と水循環の相互作用を評価することを目的に、国際河川
ChaoPhraya 川の流域を対象として流域水循環モデルの構築を行っている。タイ
王国の Chaophraya 川流域には Bhumibol（貯水水量 135[億 m3]、Sirikit（95[億
m3]）という非常に大規模な貯水池がある。近年の両貯水池の貯水量は低下とな
って大きな問題となっている。貯水池の水位低下の原因究明した上で対策の提
案を行った例 16)がある。大規模な人間活動（ダム建設）が水循環へ多大な影響
を与えていることも示している。 
ヴァンチャイ・シヴァら 17)は、ダム貯水池流入量予測による貯水池の利用効
率向上の評価を試み、予測効率を向上させ、貯水池利用効率の向上効果を評価
している。 
小尻ら 18)は、ダム貯水池操作を組み込むための流域分割と人間活動を考慮す
べく土地利用の時間変化を考慮したモデルにおいて、初期条件やモデルパラメ
ータを最適化して、琵琶湖野洲川流域に適用し、地表水と地下水の間の動的関
係についてモデル検証している。 
中山ら 19)は、河口での塩分フラックスを高精度で再現することを目的として、
感潮域を含む河道モデルと沿岸流動モデルとの統合型モデルの構築を試みてい
る。 
横尾善之ら 20)は、タンクモデル定数の推定について、国土数値情報から流域
の勾配、土壌、表層地質、土地利用などの地理的特徴を示す“流域特性値”をそ
れぞれの流域について求め、長期流出モデルを構築している。この手法が国内
外に広く適用可能となれば、雨量・流量の実測データが入手できなかった流域
において、国土数値情報から流出モデルを簡単に構築できると主張している。
これはタンクモデルの適用範囲を飛躍的に広げることを意味し、世界各国の水
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資源問題に貢献できる可能性を示唆している。 
下津ら 21)は、阿蘇西麓域水系における水循環の変化について河川流域ごとの
マクロな水収支を通じて、流域水管理に有効である地下水流動系を含む水循環
の変化を明らかにしている。 
 日本におけるダム貯水池の運用及び管理について、貯水池の利水操作は、通
常、流量低減時に過小なダム貯留や過大な用水補給が行われ、効率的なものと
なっていない。しかも中小河川や水路は、水路床勾配が緩く、維持流量が少な
いので流れが停滞し易く、水理学的滞留時間が長くなるために富栄養化が進行
しやすい。下流域では生態系の保全の保全に重要な非洪水期の中小出水の流下
が見られなくなっている。 
渡邊ら 22)は、このような問題について、効率的な利水操作と下流河道の生態
系保全のためのダム貯水池の低水管理に関して検討を加えている。自然流量の
時系列から得られる予測流量を正常流量と比較しながら利水操作を行い、また
下流河道が安全である限り流量増が続いてもダム貯留をしない低水管理法を提
案している。 
 山内 23)は、貯水池の節水運用や渇水対策ダム建設等の各種施策を適正に評価
することを目的として渇水の発生頻度でもって利水安全度指標の評価を試みて
いる。 
  近年の少雨傾向による利水安全度の低下に対して、既存の水源や施設の有効
利用を目的に、水供給ネットワークを構築する水資源の広域利用化が注目され
ている。水資源の広域化に関して各自治体の合意を得るためには、基礎的な資
料として各自治体の水源の特性や施設の能力および自己水源の開発可能量など、
水供給システムの現状を定量的に評価し考察する必要がある。 
田尻ら 24)は、リスク解析を用いた福岡都市圏の自治体における利水安全度に
ついて考察している。リスク解析は、広域利水の可能性を検討するための有効
な評価手法のひとつと考えられる。 
 
2. 5.2 流域流出解析モデル 
石岡ら 25)は、北海道道東に位置する別寒辺牛湿原流域を対象にして、土地利
用別メッシュタンクモデルを用いて湿原の降雨流出特性を把握することを目的
として検討を加えている。従来から把握されていた牧草地や森林の流出特性に
加えて、湿原の降雨流出特性も把握することができ、湿原を含む流域では、湿
原メッシュのタンク構造を水深により変動させる手法により詳細な検討を加え
ている。 
早瀬ら 26)は、 森林山地では腐植層が洪水流出に大きく関係していると考え、
腐葉層の流水抵抗則の実験及び小流域の流出観測資料から腐植層の水文学的特
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性と流出機構のモデル化を行っている。また、谷ら 27)は、不均質な流出経路を
もつ斜面からの流出に土壌物理性などの斜面特性が及ぼす影響を明らかにする
ことを目的として、底面にパイプなどの水みちが発達した土層が不透水層上に
存在するとした斜面土層モデルを提示して、流出逓減特性を検討している。 
グエンカオドンら 28)は、降雨流出と山地から低平地までの流域内の流れを解
析することが可能である降雨流出モデルを開発し、ベトナム中央部の低平地流
域に適用し、非定常の降雨プロセスと低平地における潮汐の影響を再現してい
る。 
市川ら 29)は、複合タンクモデルと低平地タンクモデルを組み合わせることで
長期の流出計算と短期の流出計算を統合した新しい水田モデルを提案している。
長期流出計算モデルの代表的なものとして渡辺ら 30)による複合タンクモデル、
短期流出計算モデルの代表的なものとして早瀬・角屋 31)による低平地タンクモ
デルが挙げられる。 
今山 32)は、小流域の流出特性および中間流出と表面流出の相違を考慮し山地
流域を対象として 2 つの一価関数をもつ貯留関数モデルを提案し、流域規模で
の流出現象の解析を目的としたモデルの構築を試みている。 
 
2. 5.3 水質解析モデル 
若井ら 33)は、琵琶湖集水域として水系の河川の水質改善および負荷量削減を
図るために、河川毎の濃度や流出負荷量の特性を把握し、各流域特性に基づい
た対策を立てる必要性を指摘している。橘治国ら 34)は、融雪期の水質とその流
出特性を調査し、水質の特徴、雪増水時には懸濁態成分（SS、TOCss、PP 等）
の濃度と流出負荷量が増加するという報告している。 
野原 35)は、水質問題を契機として、総合水管理の必然性が高まることを指摘
し、低平地特有の問題解決のための水質解析モデルの構築を試みている。 
ナルモン 36)、37)は、陸域から海域までの統合的水質解析モデルを構築し、陸
域からの排出負荷の有明海水質環境に及ぼす影響について検討を加えている。 
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2. 6 まとめ 
 水量モデルに関する研究として、自然現象としての流出現象をモデル化する
ものが多いものの、人間活動、特に利水面で効率性を高めるための技術開発や
ダム操作に関するものまで含めると多様な研究がなされている。これらの研究
は、水資源開発など渇水問題を解決することが工学的観点から重要視されてき
たためと考えられる。 
 また、近年、重要視されつつある海面上昇や異常気象と関連して、利水安全
度にリスク概念を導入する試みも始まっており、水資源開発や管理に対する基
本的考え方を見直す時期に入っている印象を受ける。 
 流出解析モデルは、開発動機や適用目的に応じて多種多様のモデルが開発さ
れ、現在も改良が重ねられている。これらのモデルにおいて、水量だけに注目
しているモデルもあれば、水質まで視野に入れて開発されているのもある。 
水質問題と水量問題を同時に扱わなければならない問題、例えば閉鎖性の強
い水域における富栄養化問題については、基本的には、総合的に解決しなけれ
ばならないが、その総合的アプローチは日本も含めて一般的に困難である。特
に、日本においては、水量・水質問題を同時に扱い、かつ政策分析まで可能な
らしめるモデルの開発は遅れている。政策分析を目的とするモデル開発は、研
究面での取り組みがなされているものの、実用段階には達しておらず、さらな
る検討が望まれている。 
 これまでの水質問題に関する研究は、陸域に視点をおきつつも、次第に流域
にまで広がりつつあるが、一方では、上流から下流へという一方向のみで検討
されており、海域まで含めて、かつ海域から陸域へという逆方向での視点が不
足していたと思われる。 
これまで紹介してきたモデルは、水量は水量、水質は水質と目的を一筋にし
て構築されたモデルであり、流域圏での水問題分析及び政策分析が行えるであ
ろう総合的な視野に立ってのモデルは皆無に等しいということである。 
日本では、水不足に対する利水問題を解決するために、縦割り行政的に水資
源開発が進められてきたこと、オランダのような水管理先進国と先進例からは
水質問題が総合化のための引き金になったことから、日本でも同様の問題に今
後取り組む必要があることを示した。 
佐賀低平地における筑後川水系からの水供給については、利水ユーザ間での
利害関係が複雑なため最終的には、筑後川下流の感潮域に水質上の問題が顕在
化しやすいことを指摘した。 
第 3 章以降に、佐賀低平地における利水に関する水システムの変更が及ぼす
副次的な水問題の分析結果を示し、問題提起の糸口を見出すこととする。 
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第三章  佐賀低平地の利水システムと利水に係わる問題分析 
 
3.1  はじめに 
 
本章では、佐賀低平地における利水に関する水システムの変更が及ぼす副次
的な水問題の分析結果を示し、利水に係わる問題分析の観点から考察する。ま
ず、嘉瀬川水系の水分配システムから見た佐賀低平地の水問題を分析する。城
原川水系でも類似の水問題分析を試みる。最後に、筑後川水系の利水システム
と筑後大堰湛水域の水質特性について考察し、筑後川下流用水と内部生産の関
係について水質解析の観点から考察する。 
 
3.2 嘉瀬川水系の水分配システムから見た佐賀低平地の水問題分析 
 
嘉瀬川流域は水資源に乏しい地域でありながら、水需要の多い地域である。
川上頭首工を中心として高度な水利用が行われているが、利水に関して脆弱な
側面を有しており、嘉瀬川流域は、水量問題と水質問題とが複雑に絡み合った
日本でも特有の流域といえる。嘉瀬川流域のような流域においては水量･水質か
ら見た総合水管理が必要である。 
本節においては、嘉瀬川水系の総合水管理の構築を最終目的として、嘉瀬川
水系の水利用特性について考察し、水利用から見た問題分析を行った。 
 
3.2.1 嘉瀬川水系の概要 
嘉瀬川流域の概略を図-3.1 に示す。嘉瀬川流域が位置する佐賀平野は筑紫平
野の西半分を占め、その源を脊振山系に発し、祇園川等の支川を合わせて佐賀
平野を南流して有明海に注いでいる。嘉瀬川本川に流入する主な河川は下流に
ある祇園川だけである。その流域は古くから流域の社会、文化、経済の基盤を
なし、治水･利水・環境上極めて重要な河川である。流域面積は 368km2、幹川
流路延長は 57km。嘉瀬川上流に位置する北山ダム（1957 年（昭和 32 年））は
利水と発電用の利水専用ダムであり、その直下に治水、利水を目的とした嘉瀬
川ダムが建設段階にある。中流域に位置する川上頭首工では、嘉瀬川両岸へ農
業用水が取水されている。 
 
3.2.2 嘉瀬川水系の流況特性 
 図-3.2と図-3.3に、川上頭首工付近における嘉瀬川の自然流況の変化を示す。
利水面（低水時の流量）に注目しているために縦軸の流量目盛を 40m3/s にして
いる。これらの図は、ダム貯水施設等の利水施設が一切無い状態（人為的操作
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無し）での自然流況を示している。図-3.4 には、基準年（利水計画を立案する
時に基準となる年）の流況を示している。図-3.5 には、ここ 10 年間の平均値を
用いた時の流況を示している。この図から、北山ダムが無い状態にした場合、
基準年では、豊水時で約 12.5m3/sec、渇水時で約 6m3/sec、ここ 10 年間では、
各々約 18m3/sec、約 6.5m3/sec となっている。しかし、渇水年には、図-3. 2 と図
-3.3 に見るようにそれぞれ 7～10m3/sec、2.5～3.5m3/sec と流況は悪化している
のが分かった。 
 一般的な、集水域の面積と渇水時（雨の少ない時期）の流量との関係から、
100km2 当たり 1.0m3/sec と考えると、川上頭首工付近では渇水時の流量は 2～
3m3/sec と推察される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.1 嘉瀬川流域の概略 
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図-3.2  頭首工付近における嘉瀬川の自然流況の変化 
(1994 年(平成 6 年) ) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.3  頭首工付近における嘉瀬川の自然流況の変化 
(1978 年 (昭和 53 年) ) 
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図-3.4  川上頭首工基準年おける嘉瀬川の自然流況 
(1960 年(昭和 35 年) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.5  川上頭首工おける嘉瀬川 10 年間の平均流況 
   (1986 年(昭和 61 年)～1994 年(平成 6 年)) 
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3.2.3 嘉瀬川水系の水利事業と水管理の変遷 
嘉瀬川水利史を表-3.1 に示す。現在の北山ダムは総貯水量 2,200 万 m3 の利水
専用ダムであるが、1945 年（昭和 20 年）始めの計画では、農業用水、発電、
上水道及び洪水調節の多目的計画であった。その後、発電、上水道、そして洪
水調節が抜けて農業専用ダムで設計がなされ着工が開始され、1957 年（昭和 32
年）にダム堰堤が完成した。ダム完成直前の 1956 年（昭和 31 年）に農林省と
九電との間で北山ダム使用に関する協定が成立し、発電が行われることとなっ
た。 
このような状況を踏まえて、1956 年（昭和 31 年）に嘉瀬川の治水、利水事
業における用水配分に関する調査を目的として佐賀県庁の関係各課（耕地、河
港、総務、商工、薬務予防、水産）による横断的な組織が編成された。この編
成チームの調査項目は以下のようなものとなった。また、調査研究は 2 ケ年と
された。 
① 嘉瀬川（多布施川その他支川を含む）の水利現況はどうなっている
か。また、水利慣行・水の管理の実態はどうか。 
② 多布施川、特に佐賀市の都市用水（工業、上水道、消防、雑用）は
国営水利事業によって、どう影響するのか。また、佐賀市の都市用
水として、いくら多布施川に流せば良いか。 
③ 嘉瀬川の頭首工下流はどうなるのか。それによって嘉瀬川下流の漁
業、工業、水道、河川維持にどう影響するか。 
検討内容は、水利制度に関することから地域総合開発計画等に関連すること
まで含まれている。下記のような内容が記載されている。 
①  川上頭首工における農業水利権の処分については、農業のみならず、     
他の水利との関係を考え、佐賀地方の総合的発展のため公正を期す
べきである。 
② 北山ダムの管理については土地改良法により農林大臣から佐賀土地 
改良区にその管理の依託がなされる予定であるが、北山ダムは治水
上、利水上大きな影響を与えるので将来へ禍根を残さぬよう管理さ
れるべきである。 
③  県としては、佐賀市の上水道に対する法的取り扱いを整備するとと
もに、国営嘉瀬川農業水利事業に対する費用負担の必要性の有無を
検討し、佐賀市としても費用負担を避けるための消極的な現状維持
的態度をあらため、将来の発展のため、出すべき費用は惜しまない
積極的政策をとる必要がある。 
一方、当時の佐賀市の取り組みについては、佐賀市企画課によって整理され
た北山ダムに関する事業概要のレポート（1957 年（昭和 32 年））がある。特徴
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的なことは、「一般用水」として農業用水以外の慣行的な使用水であることを提
示していることである。現在の解釈では、一般用水とは自由使用とも言われて
おり、具体的には、河川で泳いだり、キャンプ用の水を飲むのと同様の利用の
ことを意味している。 
 1964 年（昭和 39 年）に河川法が改正され、治水に利水が加わることになる
が、上述した佐賀県の取り組みはこの法改正以前のことであり、当時は、高度
化しつつある水利用に対して制度も含めた水秩序が不確実な時代であったこと
を反映していたと考えられる。 
 北山ダムの完成（1957 年（昭和 32 年））を契機として、嘉瀬川土地改良区連
合が設立された。その後、各土地改良区の単独運営を改め、佐賀土地改良区に
統合され（1966 年（昭和 41 年））、永い年月にわたる複雑な水問題もようやく
一本化された、1966 年（昭和 41 年）には川上頭首工からの完全取水を前提に、
旧慣行水利権の放棄がなされた。 
 
表-3.1 嘉瀬川水利史に関する年表 
(佐賀地域水循環保全研究会報告概要より抜粋) 
年月日 概要 
備
考
1949.9.1 嘉瀬川農業水利事業所開設 
1951.5.7 嘉瀬川農業水利事業土地改良事業計画確定 
1952.3.30 佐賀県指令第 728 号 
 佐賀県知事→熊本農政事務局長 
 ○北山堰堤築造について許可 
河第 728 号 
 佐賀県土木部長→農水省嘉瀬川農業水利事務所長 
 ○高堰堤築造並びに工事施工について 
1957.3.31 北山堰堤竣工 
1957.6 佐賀市企画課が北山ダムについて事業概要を整理している。 
 主要内容 
○当初計画は治水、農水、上水、発電の多目的ダム 
○現計画としては、農水、発電とする。 
○一般用水の記載がある。 
 ・久保田の上水道用水はその許可量を流下する 
 ・佐賀市の一般用水は下流農業用水と同時に流下する。 
 ・その他の地区の一般用水は農業用水の損失に含めて流下する。 
 ・非灌漑期の一般用水はその必要量を計画水路を通して流下せしめる。
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 ・従来嘉瀬川水系に依存していた－般用水は原則としてこれを確保し、
農業用水に含めて計画水路を流下する。 
 ○県営事業計画の 1957 年(昭和 32 年)度の検討予定 
 ・計画内容の再検討 
 一般用水(特に旧佐賀市) 
 ・外部的問題整理 
 庁内の意見統一 
 佐賀市の一般用水と農業用水との関係 
 国営事業との調整 
 発電との関係 
1958.9 川上頭首工着工 
1959.8.23 北山堰堤の管理委託協定 
1959.9.25 建設省佐河第 20 号 
 建設大臣→佐賀県知事 
 ○1959(S34).2.20 付河第 222 号の申請のあった法 
 第 24、26 の認可 
 ○認可条件 
 ・既得水利権に支障を与えない。 
・多布施川こおける維持用水等を考慮すること。 
1959.10.17 河第 222 号 
 佐賀県知事→農林省熊本農地事務局長 
 ○嘉瀬川水系川上頭首工工作物設置及び河川敷占用について(回答) 
 ○特記すべき条件 
 ・工作物の設置は灌漑用水のため。 
 ・流水の占用をすみやかにすること。 
 既得水利に支障なく、多布施川の推持用水等を考慮すること。 
1966.6.21 川上頭首工における流水占用について建設本省打ち合わせ 
 ○出席者   建設省本省、農林省、水利事務所 
        佐賀県、土地改良区連合 
 ○特記すべき内容 
 ・非灌漑期の取水についてはよ業用水路等の保全上必要な分について申
計のこと。 
 ・非灌漑期における都市用水等の確保については河川管理上の同席とし
て措置すべきである。その際頭首工の管理との関連については、当該施設
の管理者と河川管理者との協議によって運用するのが望ましい。 
1967.11.1 河第 2150 北山ダム操作規程承認 
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1968.3.7 河第 533 号 
 佐賀県知事→建設大臣 
 ○二級河川嘉瀬川水系嘉瀬川川上頭首工における流水の占用について
(認可申請) 
 ○1965(S40).3.30 九建第 1764 号の協議を受けての建設大臣への認可申請
である。 
 ○特配すべき内容 
 ・ 水利使用の目的：灌漑 
・ 最大取水量 灌漑期：18.932m3/s   非灌漑期：3.529 
 ・ 市の江川の注水が含まれている。 
1968.3.26 水利使用に関する建設本省ヒヤリング 
○ 建設本省指摘事項(抜粋) 
 ・市の江川については、国営土地改良事業が完成すれば一級河川から外
す予定であるから、本水利使用については除外する。 
 ・非灌漑期における取水 3.509 m 3/s について苗代用水、クリーク導入水
として必要であることは理解できるが、11 月～3 月頃の間については必要
と思われないので 3.509 m 3/s は灌漑用水のほか水路の維持用水、都市用水
等のためと思われるので目的の中に明記すること。 
1968.7.2 河第 1264 号 
 佐賀県土木部長→建設省河川局水政課長 
 ○二級河川嘉瀬川水系嘉瀬川川上頭首工における流水占用について
(1968(S43).3.26 本省ヒヤリング時の指摘事項について対応する) 
 ○特記すべき内容 
 ・水利使用の目的：灌漑並びに雑用水 
 ・最大取水量 灌漑期：18.693m3/s 
 非灌漑期：3.529m3/s 
 ・備考欄記載事項 
 非灌漑期取水量は冬期クリーク貯水のための取水及び苗代用水並びに
水路の推持用水、従来の雑用水全体を含むものである。 
1969.6.4 43 建設省佐河政発第 5 号 
 建設大臣→佐賀県知事 
 ○1968(S43).3.7 付河第 533 号の認可申請については認可する。 
1969.7.17 河第 1215 号 
 佐賀県知事→農林大臣 
 ○二級河川嘉瀬川水系嘉瀬川川上頭首工及び北山ダムにおける水利使用
について 
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 ・水利使用の協議が成立した。 
1971.3.27 河第 725 号 
○川上頭首工操作規程の承認 
 その後、筑後川下流土地改良事業計画が策定される 
 事業区分 
 ①筑後川下流用水(水資源開発公団) 
 筑後川下流域の淡水合口事業 
 ②嘉瀬川土地改良事業 
 下流用水事業(淡水重複地域)と関連し、既存嘉瀬川農業水利事業の見直
し 
 ③筑後川下流土地改良事業佐賀西部導水路 
 嘉瀬川ダムを水源に佐賀白石地区への導水事業 
★「川上頭首工に係る多布施川等における雑用水に関する確認書」締結ま
での経緯については別紙 を参照のこと。 
 ※特に非灌漑期における水量の根拠整理 
1995.1.10 建九 6 水嘉第 8 号 
 九州地方建設局→農林水産大臣 
 ○嘉瀬川水系嘉瀬川等における水利使用(更新)に関する河川法 
 第 23、24 条の許可にかかる同法 95 条協議について(協議) 
 ・同意する。 
1995.1.17 筑後川下流土地改良事業水利処分に係る覚書 
 ○筑後川下流地区の河川協議に関する覚書 
 ○筑後川下流地区の河川協議に関する覚書了解事項 
 ○川上頭首工に係る水利処分に関する確認書 
 ○川上頭首工に係る多布施川等における雑用水に関する確認書 
1995.2.15 建設省九地河調発第 2 号 
 建設大臣→農林水産大臣 
 ○水利使用(全部変更)に関する河川協議について 
・上記(河第 1215 号、建九 6 水嘉第 8 号)の全部改正 
  ・川上頭首工取水に関し、しろかき期 10.69m3/s、普通灌漑期 19．01m3/s、
非灌漑期 3.529m3/s の水利使用規則上記確認書について検討中として、水
利使用目的に雑用水が入っている。 
2000.3.27 筑後川下流用水事業及び嘉瀬川土地改良事業水利権協議同意 
川上頭首工に係る多布施川等における雑用水に関する確認書を再度、取り
交わす予定(2009 年(平成 21 年)現在) 
（組織名称は当時のものを使用） 
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3.2.4 嘉瀬川水系の水利用特性 
河川の水利用形態は個々の流域によって異なるものである。嘉瀬川水系にお
いても上記で述べたように流域独自の水利用形態を持っている。ここでは各観
測地点の実測流量を用いて嘉瀬川の水利用特性の検討を行う。 
日流量の月平均値を 5 カ年平均（1989 年（平成 1 年）～1993 年（H5 年））で
求めた結果を図-3.6 に示す。この図において、川上地点と池森地点間の流量差
は頭首工から両岸への取水量を表している 1)。灌漑期においては、この頭首工
からの取水量は北山ダムからの放流量及び古湯地点の残流域からの流量によっ
て供給されていることが分かり、利水安全度は高いと言える。非灌漑期におい
て、約 5m3/sec が取水されている。また、この水量は、古湯地点での流量より
多いことから、川上地点の残流域からの供給と発電放流量によってその大半が
供給されていると言える。また、一部は北山ダムから供給されていることが、
北山ダムの貯水位の変化から窺い知ることができる。したがって、非灌漑期に
おける川上頭首工下流（池森地点）の嘉瀬川流量は、1～3m3/sec と小さくなっ
ている。 
また、利水目的である北山ダムの非灌漑期における実運用は、発電や貯水池
内堆砂の除去、さらにはゲート塗装の工事等における維持管理に左右されるた
めに必ずしも川上頭首工の取水目的と一致するとは言えないことが実状である。 
図-3.7 に各幹線水路区域の受益面積とその区域への取水量の関係を示す。多
布施川受益区域を除けば、灌漑期においては、概ね受益面積に比例した取水量
となっていることが分かる。非灌漑期においては、取水量と受益区域との明確
な比例関係は見られず、むしろ受益面積の大小にかかわらずほぼ一定の流量が
配分されているようである。この図から、川上頭首工左岸域から取水された水
量の 7 割前後が市街地を流下する多布施川に供給され、残りの 3 割前後が他の
幹線水路に供給されていることが分かった。 
幹線水路左岸域について、図-3.8 に、各地点の同時流量観測データから得ら
れた主要幹線経路の流量変化を灌漑期と非灌漑期に分けて示す。流下に伴って
樋門などから取水されるために末端流量は 1m3/sec 以下となっている。また、
流下経路に伴う流量配分パターンが灌漑期と非灌漑期と関係なく概ね一致して
いることから、水量の多少にかかわらず流量配分がほぼ同程度の比率となって
いる。以上のことをまとめると嘉瀬川水系において川上頭首工からの取水（嘉
瀬川流域の利水システム）は、高度に利用されているものの、一方では渇水等
の危機管理面において脆弱な利水構造の側面を有している 2)。このことが、嘉
瀬川の水利用システムに関する特徴であると言える。 
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図-3.6 各地点の流量・北山水位月変化 
図-3.7 受益地面積と取水量の関係 
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 図-3.8 主要幹線水路の流量変化(1996 年(平成 8 年)～1997 年(平成 9 年)) 
 
これらの図から、頭首工左岸域と右岸域の配分比率は、2：1 となっており、
左岸域への水の大半が、多布施川を経由して、かなりの水量が旧城下町である
佐賀市街部へを流れていることが分かった。水路への水量配分の目的が、田畑
への使用のみならば、合理性に欠ける水量配分となるが、市街部の水路網は、
藩政時代からのものとほぼ同じ、舟運や飲料水としても使われていたためにか
っての水面（水量）を維持しようとすれば数 m3/sec 程度の水量が必要と推察さ
れる。 
また、市街部水路網の水質は高度成長期の深刻な水質に比べれば改善されて
はいるが、藻類の発生抑制からも数 m3/sec は必要と推定されている 3)。 
 
3.2.5 嘉瀬川水系の水分配システムから見た水問題分析 
北山ダムの存在によって灌漑期における嘉瀬川水系の利水安全度は高いと言
えるが、非灌漑期において取水されている水量は、川上地点の残留域からの供
給と発電放流量によってその大半が供給されている。一部は北山ダムからも供
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このように、嘉瀬川水系においては、川上頭首工からの取水（嘉瀬川流域の
利水システム）は、高度に利用されているものの、一方では脆弱な利水構造の
側面を有しているとも言える。 
下流の受水地区では複雑な水路網の水量制御が経験と勘によって行われてお
り、管理ルール（情報）も不足しているため、水路網における定量的評価が困
難な状態にある。また、非灌漑期における水路の維持用水の補給が、水路網全
体の水量制御や管理（水量配分）を困難なものにしている。水量適正配分のた
めの組織化とルール化が必要とされる所以である。 
水利用に関する水利権制度が確立されたのは、1964 年（昭和 39 年）の新河
川法が制定されてからである。水利権の取り扱いについて、水利権処分のため
の河川協議は地域の事情によって異なるが、水資源が限られている地域では、
結論に至るまでに長期間を要することとなる。しかしながら、限りある資源を
分かち合わなければならない流域では既得権の権益を尊重した利水者間相互の
納得と同時に公平性や公益性も重要視されなければならない。 
川上頭首工で合口取水が開始され、水利権量を決める協議がなされ決定され
たのは 1969 年（昭和 44 年）であった。記録によれば、結論を得るまでには数
年の年月が費やされている。水利使用の目的は、「灌漑並びに雑用水」となって
おり、最大取水量は「灌漑期で 18.693m3/sec、非灌漑期で 3.529m3/sec」となっ
ている。 
合意点を示す当時の書類には、非灌漑期の処分目的は「非灌漑期取水量は、
冬期クリーク貯水のための取水及び苗代用水並びに水路の維持用水、従来の雑
用水全体を含むものである。」と記されている。 
日本の水利用特性は都市域と農村部そして混在地域で各々異なるが、慣行的
な取水量を安定的に取水しにくい地域では、複数の利水者間で多少とも対立関
係が生じることとなる。使用目的とその使用量が明確であれば協議もスムース
に進むが、使用目的や使用水量が錯綜していて、必要量を明確に定めることが
困難な場合には協議は進まないことが一般的である。 
1965 年（昭和 40 年）代は、農業基盤整備事業等によって、米の生産高も飛
躍的に増加するが、一方では、日本においては豊作により減反政策も取られる
ようになった。 
水路の水量管理は、技術的には水位や流量に関するモニタリングシステムや
コンピュータを駆使した流量配分システム等が必要となり、流量配分を適切に
行うための水利施設の維持管理に人件費や補修費なども必要である。 
水利用システムが変更されると、既存の事業や運用システムに影響が及ばな
いようにする必要がある。さらには、新規事業計画にも反射的な影響が生じな
いように再調整する必要も生じる。既存事業や新規事業・運用ルールによって
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生じる見直しは、総ての利害関係を見渡して、より良い方向に向かわなければ
ならず、そのためには、既存計画・事業を原点にまで立ち戻って見直しするな
ど、弾力的な対応が必要となることもある。 
図-3.9 に示すように、近年 10 ケ年における降雨パターンは、年間降雨量は減
少し、経年的な総降雨量のばらつきも大きくなっている。このことは、現在の
渇水被害が昔よりは深刻化する可能性があることを意味している。 
 嘉瀬川の流況特性と取水形態から見て、現在まで大きな問題が表面化してこ
なかった理由として、川上頭首工における取水の一元管理の効果が挙げられる。
複数の取水口から取水されていたとすると、取水ルールによっては上下流問題
が生じる可能性がある。一元管理は、総合的な観点から問題が最少となるよう
に配分されることが特長であるが、短所は要望をできるだけ満足させるために
取水量が増えやすくなることである。取水量が増えても、下流域への影響が無
ければ大きな問題とはならない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.9  日本の年降雨量の経年変化 4) 
  
3.2.6 嘉瀬川流域低平地水路網の水質特性と水管理 
 嘉瀬川流域内の水路網の殆どは水路床勾配が小さく、水量不足に加えて、緩
い水路床勾配のために流れが停滞気味であることから、ヘドロ化が生じやすく、
富栄養化が生じやすいことが特徴である。上流からの清流（維持流量）があれ
ば水質は悪化しない。通常の堆積泥を浚渫する程度で十分である。水路床がヘ
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ドロ化して、水中の溶存酸素が低くなり魚類等の生態系にとって好ましく環境
となる。ヘドロ化防止としての流速は 20～30cm/sec が必要であるため、一般的
にはかなりの流量が必要となる 5)。 
嘉瀬川の流量と水質との関連性を検討するために嘉瀬川上流川上地点と下流
徳万地点の BOD 濃度及び COD 濃度の流量と水質及び水温との関係を図-3.10
に示す。この図から、上流域では、流量に依存せず BOD あるいは、COD 濃度
はほぼ一定値を示すことから、洪水時を除いて良好な水質を示し、人的負荷の
影響は顕著には現れていないと推察される。下流域の徳万地点では、堰による
排水（滞水）部が存在し、かつ河川流量が少ないために、藻類増殖による COD
及び BOD 濃度の増加が認められる。 
過去 5 年間の平均的な流量配分の条件下で藻類増殖に関する計算結果が得ら
れており 6）、その一部を表-3.2 に示す。この表からも、嘉瀬川水系の主要な水
質問題は前述したように、水量不足に起因する河川停滞部と低平地水路網にお
ける富栄養化であることが分かる。 
市街部にしても農村部にしても、水路網の水質改善を導水のみに頼れば膨大
な水量が必要となる。市街部の排水路化した水路へ導水すること（水量を確保
すること）は困難であるという理由で、水路不要論が出てくるかもしれない。
しかし、低平地水路網は排水機能、すなわち治水機能を有しているため、水路
網の将来展望を考える際には水路網の治水・利水機能と親水機能を考慮した総
合的な判断が必要とされる。 
嘉瀬川水系の利水システムの特徴は、まず高度に水利用がなされてはいるこ
と、すなわち、利水のために徹底した取水がなされていることである。したが
って、利水システムの特徴が川上頭首工からの水路網への水配分に集約される
こと、水路維持水量不足による低平地水路網の富栄養化問題や河川停滞水域に
おける河川環境悪化が顕在化している。また、流下経路に伴う流量配分パター
ンが灌漑期と非灌漑期において概ね一致し、固定化されていること、頭首工左
岸域からの取水量の 7 割前後が市街地を流下する多布施川に供給されているこ
とを確認した。 
 嘉瀬川水系の利水システムが脆弱な利水構造となっていることから、渇水時
も含めた適切な水量配分とルール化が必要であると言えよう。 
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図-3.10 濃度と流量の関係 
 
 
表-3.2  嘉瀬川水系 COD 濃度(mg/l)6) 
頭首工取水量 6m3/sec 頭首工取水量 3m3/sec
番号 地点 COD濃度 地点 COD濃度
1 北山ダム放流 3.00 北山ダム放流 3.00
2 古湯 2.00 古湯 2.00
3 川上頭首工 2.44 川上頭首工 2.38
4 池森 2.64 池森 2.45
5 祇園川合流 3.56 祇園川合流 2.88
6 徳万 4.03 徳万 3.05
7 嘉瀬川大堰 4.34 嘉瀬川大堰 3.15
8 取水地点(川上頭首工) 2.35 取水地点(川上頭首工) 2.35
9 右岸域幹線水路 2.46 右岸域幹線水路 2.48
10 鍋島幹線 2.47 鍋島幹線 2.49
11 多布施川 2.40 多布施川 2.41
12 大井手幹線 2.54 大井手幹線 2.58
13 市の江幹線 2.61 市の江幹線 2.67
市の江幹線下流域水深1.0m 13 市の江幹線下流域水深1.0m 38
市の江幹線下流域水深0.5m 2.5 市の江幹線下流域水深0.5m 2.6
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3.3 城原川水系の利水システムと問題分析 
 
3.3.1 城原川水系の概要 
城原川は、旧神埼郡背振村（現神崎市背振町）の脊振山（標高 1,055m）に水
源を持ち、佐賀平野を南流して佐賀市蓮池町において佐賀江川と合流し、筑後
川に注ぐ支流で、その流域面積は 64.4km2（山地：約 70%、平地：約 30%）、流
路延長 31.9km の河川である。城原川流域は、1 市 3 町 1 村、人口約 1 万人であ
る。城原川の中流は天井川で、堰が 23 ヶ所と取水樋管が 35 ヶ所存在し、農業
などへ利用されている。1998 年からは筑後川からの筑後川下流用水事業の導入
により水収支の形態が変わっている。図-3.11 に、城原川流域の概略図を示す。 
降雨特性について、城原川周辺の佐賀市では、近年の 20 年間で多雨の年と小
雨の年における降水量の差が大きくなって、集中豪雨が多発している。図-3.12
に城原川流域である服巻地点における過去 27 年間（1975 年～2001 年）の年間
降雨量を示す。服巻地点については図-3.11 に示す。服巻地点における過去 27
年間（1975 年～2001 年）の年平均降雨量は約 2,400mm であった。過去 10 年間
（1992 年～2001 年）における年平均降雨量は 2,367mm であり、経年的な変化
は認められない。また、日本の年平均降雨量の約 1,800mm と比べてみても、城
原川流域の年間降雨量は少ないとはいえない 7)。 
以下に、城原川の歴史的治水・利水に関わる施設について簡単に述べる。 
 
(1) 草堰 
川の低水路部に木杭を打ち、雑木や草等を置くことによって、下流への流量
を確保しながら河川水を有効利用する一方、洪水時には阻害とならないよう流
失するような構造となっている。近年では、水利用重視の観点から草堰の上流
に石を置いたり、ビニールで覆ったりしているため、流下阻害となっている。
現在、城原川には、13 ヶ所存在している。 
(2) 三千石井堰 
 城原川以西地域の水量不足を補い、横落水路（延長約 6km）により灌漑を行
うために藩政時代に築造された石堰である。その受益面積は 412ha といわれて
いる。 
(3) 野越し 
下流への流量を低減させて下流を守る為、堤防の一部を低くし、洪水時には
一部の水を越流させ、水防林や受堤で水の勢いを弱め、一時的に地域を湛水さ
せるものである。藩政時代に成富兵庫茂安が取り組んだ治水工法の一つである。
宅地化や圃場整備により水防林や受堤が減少し、1965 年（昭和 40 年）代の改
修では地元要望により野越しの嵩上げが実施された。現在、城原川には、野越
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しが 9 ヶ所存在しているが、宅地化等の進む状況では野越しの機能は充分果た
せない 8)。 
(4) 佐賀江川 
佐賀江川を含む現在のクリーク地帯は、かつては干潟であった。潮の満ち引
きにより干潟には河川からの水が流れる零筋ができ、長い年月を経て発達し、
江湖と呼ばれる川筋となった。藩政時代、佐賀江川は筑後川から石材や材木な
どを運ぶ運河として利用されていた。また、佐賀江川は排水負担能力が大きい
だけでなく、用水負担能力も大きく、筑後川本流の変形利用として、佐賀江川
による淡水利用も行われていた。淡水利用に用いることで、城原川の灌漑区域
と淡水利用区域とが複合的に重なり合っていた。現在では用水機能は消失し、
排水機能だけが残っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.11  城原川流域概略図 
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図-3.12 年間降雨量(服巻) 
 
3.3.2 城原川の水利用特性   
 河川水は生活用水、工業用水、農業用水などに利用される。利水計画はこの
ような河川水に対する需要量と河川水の供給可能量とを考慮して、河川水に対
する需要を安定して満たすように策定する。河川の流量は月日により変化する
が、利水計画では平均して 10 年に 1 回生ずるような渇水年の流況を対象として
河川水の供給量を設定する。 
 城原川流域の利水計画は、筑後川流域から嘉瀬川・六角川水系まで含めた広
域利水の枠組みで計画され事業化も進められてきた。広域利水であることから、
各流域間での水のやりとりには公平性が要求される。供給量（降雨量）に余裕
があれば、問題はないが広域化によって渇水時の被害は他流域にまで及ぶ可能
性もある。利水に関して供給の安定化に加えて渇水時における影響について把
握する必要がある。 
古来、城原川の水利用においては、川を堰き止め、水路に水を導いてきたが、
1998 年以降、筑後川下流用水からの取水も行われるようになった。従って対象
地域では、城原川本川からの用水路と筑後川下流用水路及び排水路の 3 本の水
路が敷かれている。図-3.13 には用水路と排水路の状況を示す。筑後川下流用水
路は圃場整備による盛土後に敷かれているため、昔から利用されている用水
路・排水路より高い位置に整備されている。このように、複雑な水路形態のた
め水路維持用水などの確保のためより多くの水が必要とされている 9)。 
図-3.14 に、佐賀平野の広域利水状況を示す。城原川の受益地では、後述する
よに城原川からの取水を優先し、筑後川下流用水を補給する形態で水利用が行
われている傾向がうかがえる。筑後川下流用水事業以前の用水系が現在も利用
されており、特に非灌漑期における取水形態についても大きな変更は生じてい
ないようである。当該地域は、筑後川と嘉瀬川を連結する広域利水の枠組みで
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計画が立案され、整備事業も進められてきた。嘉瀬川流域の下流域（低平地）
では、水量不足による水質悪化と水質改善のための非灌漑期の水配分が問題と
なっている。城原川には数多くの取水堰が存在しており、高度な水利用がなさ
れているとも言え、嘉瀬川流域と類似の問題を抱えている。 
同時流量観測で測定された観測値を用い、城原川における流量変化と取水量
の関係について考察する。同時流量観測とは、城原川の堰や取水樋管において
佐賀県、農水省、建設省が 1976～1982 年と 1999～2002 年の間で同一日に流量
観測を行ったものである。城原川上流の仁比山地点から下流のお茶屋堰地点ま
での同時流量観測による河川流量の変化を図-3.15、3.16 に示す。 
取水の縦断変化を検討するため、同時流量観測による仁比山地点の観測値で
各地点の流量を割り、仁比山地点の流量を 1 とした比率で各地点を示したもの
を図-3.17、3.18 に示す。 
図-3.15、3.16 より、数多くの堰から取水していることから、高度な水利用が
なされているといえるが、天井川であるため、取水された水は城原川に戻って
くることがなく、水量が少ない。下流域では渇水時に限らず、河川生物環境を
保全するための河川維持流量の 0.5m3/sec を満足することが難しい状況である
といえる。取水の少ない非灌漑期にも同様なことがいえる。図-3.17、3.18 から
も全区間において水利用がなされ、特に中流域において高度な水利用がなされ
ている。下流用水事業後は中流から下流にかけての取水が少し減少している年
もあるが、水量の少ないために取水が困難になっているとも考えられる。 
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図-3.13  城原川排水路と用水路の状況図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.14 佐賀平野広域利水状況図 10)  
 
 
排水路 
筑後川下流用水路 
城原川本川からの用水路
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図-3.15  同時流量の変化(仁比山地点～茶屋堰地点、夏季) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.16  同時流量の変化(仁比山地点～茶屋堰地点、秋季) 
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図-3.17  仁比山流量に対する比率(仁比山地点～茶屋堰地点、夏季) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.18  仁比山流量に対する比率(仁比山地点～茶屋堰地点、秋季) 
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3.3.3 城原川受益地域の水収支 
城原川流域も含めて、社会的背景の変遷に伴い水利用・配分（事業内容や対
策）も変化してきている。このような変化に対応した各流域間の水配分問題の
再分析と事業効果の将来予測を行っておく必要がある。将来予測は、各流域に
おける利水・水配分計画の変更に伴う影響把握の視点が特に重要である。本節
では、城原川流域も含めた各周辺流域における水収支の現状把握を試みる。 
城原川の受益地域は、神崎町、千代田町、東脊振村及び、その周辺地域の一
部である。対象地域の水収支は城原川本川の取水堰からと筑後川右岸からの筑
後川下流用水であり、筑後川下流用水からの城原川地域での取水量は筑後下流
用水の全受益面積 19,400ha に対する城原川地域の受益面積 4,760ha の割合
（25%）によって算出した。ここで受益面積とは受益地域の田畑面積である。 
下流用水事業前後の水利用形態を把握するため、下流用水開始以前の 1976～
1982 年までの 7 年間と、開始後の 1999 年～2002 年までの 4 年間について検討
をした。図-3.19、3.20 に橋日出来地点から上流、日出来橋地点から下流、筑後
川下流用水事業前後の取水流量の経年変化を示す。 
この図から、城原川からの取水を優先し、筑後川下流用水を補給する形態で
水利用が行われている傾向があると考えられる。筑後川下流用水事業前の用水
系が現在も利用されており、特に非灌漑期においては筑後川下流用水からの取
水がなされていないことから、現在も以前も取水形態に大きな変更は生じてい
ないようである。 
筑後川下流用水事業は地区内に散在するクリークの統廃合による大規模な用
排水系統の再編成、淡水取水の合理化、用水不足の解消、農業の近代化、農業
経営の合理化を図ることを目的として城原川の受益地において、1998 年から水
供給が開始されている。また、前述したように頭首工左岸域と右岸域の配分比
率は、2：1 となっており、左岸域への水の大半が、多布施川を経由して、かな
りの水量が旧城下町である佐賀市街部へを流れていることより城原川の受益面
積には一部重複地域が存在している。 
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図-3.19  下流用水前日出来地点より上、下流から取水量の経年変化 
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図-3.20  下流用水後日出来橋地点より上、下流取水量の経年変化 
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以下に城原川流域における水収支の現状把握を試みる。図-3.21 に灌漑期にお
ける降雨量と取水量の相関を示す。城原川の取水量と川上頭首工からの送水量
については、降雨量の大小に関係無く、ほぼ一定である。筑後川からは、降雨
量に応じて取水されていることが分かる。これらのことから城原川、嘉瀬川の
取水を優先し、筑後川下流用水を補給する形態で水利用が行われている傾向が
伺える。 
図-3.22 に灌漑期における降雨量と取水量の相関を示す。城原川からの取水量
とほぼ同量が川上頭首工から送水されている。この図から城原川からの取水を
優先し、筑後川下流用水を補給する形態で水利用が行われている傾向があると
考えられる。筑後川下流用水事業前の用水系が現在も利用されており、特に非
灌漑期においては筑後川下流用水からの取水がなされていない。 
城原川の受益地区内の水収支を考える際、重要な項目は、降雨量、川上頭首
工からの取水量、筑後川下流用水、城原川からの取水量、蒸発散量、流出量で
ある。城原川からの取水は多くの草堰を介して行われ、その取水量も不明であ
る。ここでは城原川からの取水量をタンクモデルの計算結果を利用してから推
定した。 
用いたタンクモデル 11)は、流出解析を行うためのシンプルなモデルである。
シンプルでありながら幾つかの特長をあわせ持っている。流域からの流出量は、
雨の降り方によって変わる。例えば、洪水時は流量が急激に増加し、すぐに減
水する。また、地下水からの流出量は降雨量による変化は非常に緩やかである。 
 1 段目タンクの浸透能力を超える程度の雨が続くと 1 段目タンクの水面は上
昇し、洪水が発生する。一方、総降雨量があまり大きくなくても、一時的に雨
が降れば、浸透することなく最上段タンクの水面は急激に上昇し洪水が発生す
る。前者の場合は、2 段目以下のタンクへの流入量が十分あり洪水発生後も流
出量は多めであるが、後者の場合は洪水発生後には減水が急である。このよう
に洪水の出方は雨の総量と強さとの組み合わせで決まる。 
タンクモデルで下層タンクから流出する水は、上段タンクの浸透孔を通過す
る間に、自然に時間的遅れが与えられ平坦化される。従って、下層タンクから
流出する水ほど降雨時間から遅れ、時間的変化は平坦化され緩やかになってい
る。タンクモデルの概略を図-3.23 に示す。 
 各タンクにおける水収支は以下の(3.1)式で表現される。 
∑ ∑−= outin QQdtdy                        (3.1) 
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図-3.21  降雨量と取水量の相関 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                              
図-3.23 タンクモデル概略 
図-3.22 降雨量と取水量の相関 
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各タンクの流入量は以下の式で表される。 
タンク 1:     ∑ inQ  =  降水量 
タンク 2:     ∑ inQ  =  タンク 1 からの浸透水量 1sQ  
タンク 3:         ∑ inQ  =  タンク 2 からの浸透水量 2sQ  
すべてのタンクに対して、流出量は以下の式である。  
∑ outQ =  タンク横管からの流出量+蒸発散+浸透水量 
蒸発散は最上段タンクにおいてのみ発生する。また、流量は水深により算出さ
れる。 
 各管からの流出量は、(3.2)式のように横管の水深により決まる。 
)( iii hyq −=α                  (3.2) 
ここで、 
   iq     : 横穴の流出量              
iα    : 管の大きさ  
ih     : 管の高さ  
y     : タンクの水深 
タンクモデルのパラメーターは、管の大きさと高さを調節することにより決
定される。 
蒸発散量は、各時期において気温・湿度に影響されるものと考えられる。よ
って晴天時の蒸発散量は、雨天時よりも多いものと考えられ、本研究では晴天
時にのみ、最上段タンクから 0.5mm/day の蒸発散が発生するものとした。                  
流域から河川への流出量は、表面流出・準表面流出・地下からの地下水流出
に分けられる。河川における流量観測地点での流量は、流域（集水域）からの
流出量のみで与えられる。流域（集水域）における流入量は降水量のみである。 
 実測流量については日出来橋流量観測地点の実測流量、降雨データは日出来
橋地点を基準とした流域平均雨量を用いた。集水面積は 49.3km2 である。 
城原川からの取水は多くの草堰を介して行われており、その取水量の把握は
困難である。取水パターンの推定方法として、第一に同時流量観測データから
取水量のパターンを把握した。第二に、1978 年から 2002 年までの年平均降雨
量より年間降雨量が多い年、少ない年に分けた。非灌漑期においては 1 月～3
62 
月と 10 月～12 月の 2 パターンに区別した。最後にタンクモデルに推定した取
水パターン入れ、日出来橋地点での実測流量を再現した。表-3.3 には城原川取
水パターンを示す。この取水パターンは図-3.23 のタンクモデルの計算で用いた
取水パターンである。 
図-3.24 に日出来橋地点の流量のタンクモデル（3 段直列）による計算結果
（1978～2002）示す。1978 年から 2002 年までの 25 年間の流量を同一のパラメ
ーターで再現し、概ね良好な計算結果が得られている。図-3.25 に日出来橋地点
における計算流量と実測流量の相関（横軸：実測流量、縦軸：計算流量）を示
す。この図からも概ね良好な実測値の再現が得られていることがわかる。低流
量時においてはばらつきが見られ、さらなる詳細な取水量の検討が必要であろ
う。 
 
表-3.3  城原川取水パターン 
降雨量小 仁比山日取水量(m3/s) 降雨量大 仁比山日取水量(m3/s) 
1 月 0.79 1 月 0.29 
2 月 0.79 2 月 0.29 
3 月 0.79 3 月 0.29 
4 月 1.09 4 月 0.59 
5 月 1.09 5 月 0.59 
6 月 2.23 6 月 1.73 
7 月 2.23 7 月 1.73 
8 月 2.23 8 月 1.73 
9 月 2.23 9 月 1.73 
10 月 1.09 10 月 0.59 
11 月 1.09 11 月 0.59 
12 月 1.09 12 月 0.59 
 
図-3.26 に示したタンクモデルの計算結果から城原川から取水量は年間約
5,000 万 m3 と推定される。灌漑用水としての計画取水量は 2,410 万 m3であり、
実態と 2 倍以上の開きがある。また、非灌漑期において、城原川下流域の流量
0 となるケースが約 2 年に 1 度発生することが確認された。 
図-3.27 に城原川流域の水収支を示す。城原川からの取水量とほぼ同量が川上
頭首工から送水されている。筑後川下流用水は、城原川からの取水量や川上頭
首工からの送水量と比べて少ない。筑後川下流用水開始以後も水収支の形態は
大きく変わっていないようである。 
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図-3.24 タンクモデルによる計算結果 
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図-3.25  計算流量と実測流量の相関図 
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図-3.26 城原川からの取水と計算結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.27 城原川流域の水収支 
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図 3-13 城原川からの取水計画と計算結果  
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当該地域は、筑後川と嘉瀬川を連結する広域利水の枠組みで計画が立案され、
整備事業も進められてきた。嘉瀬川流域の下流域（低平地域）では、水量不足
による水質悪化と水質改善のための非灌漑期の水配分が問題となっている。城
原川では高度な水利用がなされているともいえるが、一方では嘉瀬川に似た問
題を抱えている。いずれにしても、嘉瀬川流域まで含めた広域利水を軸とする
現行計画との乖離が今後の事業展開や将来計画に及ぼす影響について検討して
いくことが必要であろう。 
城原川水系の利水システムについては、筑後川と嘉瀬川からの重複供給地域
がある。嘉瀬川や城原川の水不足の際には、筑後川下流用水事業による農業用
水供給システムにより、約 3,000 万 m3 送水されている。城原川から水路への用
水供給が、現在も草堰と樋門によりなされている。城原川からの取水目的には、
防火用水や水路環境を維持するための水路維持用水も含まれており、用水配分
の適切な管理が十分になされにくい構造となっていることが、取水量を増加さ
せる一因となっているようである。 
城原川からの取水量とほぼ同量が川上頭首工から送水されている。城原川流
域においては筑後川下流用水事業後も水利用の形態は大きく変わっていないこ
とを指摘した。城原川の取水量と川上頭首工からの送水量は、降雨量の大小に
よらず、ほぼ一定であることが分かった。筑後川からの取水は、降雨特性（少
降雨時）に応じてなされていることが確認された。城原川水系においては、城
原川、嘉瀬川の取水を先使い（優先）し、筑後川下流用水を補給する形態とな
っていることを確認した。 
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3.4  筑後川利水システムと筑後大堰湛水域の水質特性 
  
筑後大堰は、治水、水資源開発並びに水道用水、灌漑用水の安定取水等を目
的とする多目的堰として建設され、1985 年（昭和 60 年）4 月から運用が開始さ
れている。また、福岡・佐賀のクリークの統廃合に伴う大規模用水路系統の再
編成、淡水取水の合理化、農業経営の合理化を図ることを目的として、筑後川
下流用水事業が実施され、1996 年（平成 8 年）の試験通水を経て現在に至って
いる。近年、筑後大堰湛水域では夏季に Chl-a が増加傾向にあり、内部生産によ
る水質悪化が懸念されている 12)。Chl-a の濃度増加は大堰下流域の感潮域や有明
海に及ぼす影響も想定され、現象解明の観点からも水質特性の把握が急務の課
題と思われる。ここでは筑後大堰湛水域の水質特性と筑後川利水システムの関
連性を明らかにすることを目的とし、既存資料に基づく水質解析と内部生産に
関する水質再現を試みた。筑後大堰の概略図を図-3.28 に示す。 
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図-3.28  筑後大堰概略図(水質観測地点、取水口の位置) 
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3.4.1 筑後川利水システムの概要 
筑後川流域では、古くから農業が盛んであった。そのため潅漑用水中心の取
水がなされてきたが、産業の発展に伴い、発電用水・工業用水等の需要も伸び
てきている。 
筑後川の水は、上流域から下流域に至るまで、発電用水や農業用水等で繰り
返し利用され、水道用水として流域内の久留米市、鳥栖市等で利用されている
ほか、導水路を通じて福岡県南地域、佐賀東部地域、福岡都市圏への広域的に
供給され、重要な供給源となっている。図-3.28 に、大堰上流からの取水口の
位置を示す。 
 筑後川からの取水（導水）に関連する事業と取水パターンを以下に示す。 
① 福岡導水 
図-3.29(1)に福岡導水による取水量の経年変化を示す。福岡導水は、小森野床
固直下の右岸側より取水されており、取水権量は、福岡地区水道 2.071m3/s、佐
賀東部水道（一部）0.093m3/s で、合計は 2.164m3/s である。1983 年（昭和 58
年）11 月に取水開始され、1990 年（平成 2 年）頃から現況に近い値が取水さ
れている。 
② 福岡県南広域水道 
図-3.29(2)に福岡県南広域水道による取水量の経年変化を示す。福岡県南広域
水道は、小森野床固直下の左岸側より取水されており、取水権量は、1.086m3/s
である。1977 年（昭和 52 年）6 月より取水されており、その後取水量は徐々
に増加し、1990 年（平成 2 年）からほぼ現況に近い値が取水されている。 
③ 佐賀東部水道 
図-3.29(3)に佐賀東部水道による取水量の経年変化を示す。佐賀東部水道は、
筑後大堰直上の右岸側より取水されており、取水権量は、1.089m3/s である。1982
年（昭和 57 年）11 月より取水されており、当初の取水権量は 1.007m3/s であっ
たが、1992 年（平成 4 年）4 月より現況に近い値が取水されている。取水量は
年々、増加傾向にある。 
④ 筑後川下流用水（佐賀東部導水分） 
図-3.29(4)に筑後川下流用水（佐賀東部導水分）による取水量の経年変化を示
す。筑後川下流用水（佐賀東部導水分）は、筑後大堰直上の右岸側より取水さ
れており、取水権量は、6 月 1 日から 6 月 20 日は 12.38m3/s、6 月 21 日から 10
月 10 日は 18.60m3/s、10 月 11 日から 5 月 31 日は 1.45m3/s である。1996 年（平
成 8 年）5 月より取水されており、当初より現況に近い値が取水されている。
取水量のピークは 6 月から 9 月にみられる。 
⑤ 筑後川下流用水（筑後導水分） 
図-3.29(5)に筑後川下流用水（筑後導水分）による取水量の経年変化を示す。
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筑後川下流用水（筑後導水分）は、豆津橋直上の左岸側より取水されており、
取水権量は、6 月 1 日から 6 月 20 日は 12.63m3/s、6 月 21 日から 10 月 10 日は
13.54m3/s、10 月 11 日から 5 月 31 日は 3.47m3/s である。1996 年（平成 8 年）5
月より取水されており、当初より現況に近い値が取水されている。取水量のピ
ークは 6 月から 9 月にみられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.29  筑後川各事業取水の経年変化 
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3.4.2 筑後大堰の流況特性 
流量は図-3.30 に各地点の流量の経年変化を示す。流量は図-3.28 に各地点の流
量の位置を示す。 
筑後大堰湛水域の流入河川は筑後川本川の E（小森野）地点と F（宝満川）
地点である。1994 年、1995 年（平成 6 年、7 年）の流量は列島大渇水だったた
め流量が少なくなっている。また、近年少雨傾向であり、そのため近年流量は、
総流出量としては緩やかな減少傾向となっている。管理の目安とされている瀬
ノ下流量は 40m3/s で、水資源の開発及び利用にあたっては適正な河川流況を保
持することによって河川環境の保全に資するよう努め、下流の既得水利、水産
業に影響を及ぼさないよう配慮したものとされている。 
 
3.4.3 筑後大堰湛水域の水質特性 
ここで筑後大堰湛水域の水質特性を把握するために、以下に示すデータを収
集整理した（観測地点は図-3.28 参照）。参考のため、流入地点及び堰直下地点
の水質も併せて整理した。 
流況（1 回/日）:流量、取水量 
水質（1 回/月） :水温、濁度、SS、pH、DO、COD、BOD、T-N、NH4-N、NO2-N、
NO3-N、D-I-N、T-P、PO4-P、Chl-a 
プランクトン（1 回/月）：植物プランクトン（1998 年（平成 10 年）以前は 4 回
/年） 
観測地点 流入域 :E（小森野）地点、F（下野）地点 
湛水域 :D（瀬ノ下）地点、G（堰直上）地点 
感潮域 :C（堰直下）地点 
調査期間：1985 年（昭和 60 年）4 月～2005 年（平成 17 年）3 月 
図-3.31 に水温の経年変化を示す。河川や海の水温は、主に気候の影響を受
けて夏期に上昇し、冬季に低下し、河川流量によっても変動する。各地点の水
温は概ね同様の傾向を示しているが、1994 年（平成 6 年）以降は各地点ともに
1～2℃程度の上昇傾向がみられる。近年の水温の上昇傾向は、筑後川流域の周
辺の都市における年平均気温の近年の上昇傾向と類似している。 
図-3.32 に pH の濃度変化を示す。各地点の pH は概ね 7～8 で変動している。
近年春から夏にかけて 8 を超える突出値が増加しているが、pH の増加は藻類
の増殖（炭酸同化作用）によるものと考えられる。 
図-3.33 に DO の濃度変化を示す。各地点ともに DO については、高水温期に
低下し、低水温期に高くなる周期的な季節的変動が確認される。1994 年、1995
年（平成 6 年、7 年）の夏期に過飽和の濃度が確認され、これは藻類の炭酸同
化作用によるものと思われる。経年的な顕著な変化は認められないようである。 
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図-3.30  各地点の流量の経年変化 
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図-3.34 に BOD の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。BOD
は、水中の有機物などが微生物によって酸化分解される時の酸素消費量で、有
機汚濁の指標となる。内部生産によって BOD が高くなることもある。流入域
では、E（小森野）地点よりも F（下野）地点の方が高い状況がみられるが、E
（小森野）地点の流量は湛水域に流入する流量の約 8 割を占めるので湛水域の
水質支配要因となっている。夏期以外の濃度範囲は 1～3mg/l である。1994 年、
1995 年（平成 6 年、平成 7 年）では、瀬ノ下流量が 40m3/s を下回っており、
この時すべての水質項目に他の年と異なる変化が現れていた。原因としては流
量低下（滞留時間の増加）に伴う藻類増殖の影響と考えられる。Chl-a と BOD
が連動していることからも内部生産によるものと考えられる。全体的には横ば
い傾向にあるが内部生産由来と思われる夏季の短期的な BOD 増加も認められ
るようである。 
図-3.35 に COD の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。COD
は、水中の有機物などが酸化剤で化学的に酸化される時に消費される酸素消費
量で、BOD 同様に有機汚濁の指標となる。流入域の濃度としては、E（小森野）
地点よりも F（下野）地点の方が高濃度であるが、E（小森野）地点の流量が
湛水域に流入する流量の約 8 割を占めるので流入負荷としては E（小森野）地
点の方が大きい。両地点とも 1994 年、1995 年（平成 6 年、平成 7 年）に一時
的な上昇がみられるなど、BOD と同様の状況がみられる。湛水域では、BOD
と同様に 1994 年、1995 年（平成 6 年、7 年）に一時的に上昇しているが、近
年は横ばい傾向にある。 
図-3.36 に濁度の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。濁度は、
水の濁りを示す。経年的には顕著な変化は見られない。近年横ばい傾向にある。
なお、1994 年（平成 6 年）度から調査日を流況が安定した日に改めた事により、
変動幅が小さくなっている。 
図-3.37 に SS の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。SS と濁
度とは測定法が異なるので必ずしも一致しないが相関関係は強い。SS は濁度
とほぼ同様の傾向を示している。 
図-3.38 に T-N の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。貯水池
の富栄養化水準を判定する重要な水質項目である。冬期 1.0mg/l，夏期 1.5mg/l
程度で季節的に変動している。緩やかに上昇した後、近年は横ばい傾向にある。
また、硝酸性窒素の占める割合が高く、アンモニア性窒素濃度は 0～0.2mg/l 程
度である。 
図-3.39 に NH4-N の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。好気
状態では、硝化により NO2-N から NO3-N へと酸化される。一般的にはアンモ
ニア態窒素が多く存在する場合は、水が嫌気状態でもないかぎり、家庭排水、
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工場排水などの直接流入により、汚染されて間もないことが考えられる。汚濁
源について詳細は不明であるが F（下野）地点において近年突出値が見られる。
E（小森野）地点は顕著な変化は見られない。流入域の濃度としては、E（小森
野）地点よりも F（下野）地点の方が高濃度であるが、E（小森野）地点の流量
が湛水域に流入する流量の約 8 割を占めるので流入負荷としては E（小森野）
地点の方が大きい。D（瀬ノ下）地点、G（堰直上）地点においてはほぼ同様の
推移を示している。 
図-3.40 に NO2-N の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。一般
的に自然界（好気状態）の水中では存在量はそれほど多くない。図に示される
ように濃度レベルは低く、経年的な顕著な傾向は認められない。 
図-3.41 に NO3-N の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。植物
プランクトンに直接利用されやすい窒素形態の１つであり、自然河川では T-N
の大部分が NO3-N の形態の窒素である。分析方法の違いにより 1991 年（平成
3 年）頃までは減少傾向であったが、近年は各地点ともに顕著な変化は見られ
ない。 
図-3.42 に DIN の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。窒素は、
水中の栄養塩類として植物プランクトン、ノリなどの生育に重要であるが、多
すぎると水域の汚濁の原因になる。流入域、湛水域では概ね 1mg/l 前後で推移
しているが、流入域の F（下野）地点では、やや高い 1.4mg/l 前後で推移して
いる。 
図-3.43 に T-P の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。富栄養
化の程度を決定する重要な要因の 1 つである。貯水池の総リン濃度が 0.01mg/l
以下であれば、貯水池の富栄養化に伴う水質障害が発生する可能性は少ないが、
これを超えるような場合には植物プランクトンが増殖する可能性がある。各地
点ともに一時期緩やかな上昇傾向が見られたが近年は横ばい状態である。近年
F（下野）地点が E（小森野）地点よりも高い値を示している。 
図-3.44 に PO4-P の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。リン
は、窒素と同様に水中の栄養塩類として植物プランクトン、ノリなどの生育に
重要であるが、多すぎると水域の汚濁原因となる。各地点ともに一時期増加傾
向にあったが、近年横ばい或いは減少傾向にある。 
図-3.45 に Chl-a の過去 20 年間（1985 年~2005 年）の濃度変化を示す。クロ
ロフィル a 量は、植物プランクトンの総量を表す指標であり、富栄養化の評価
という観点から重要な指標である。E（小森野）地点、F（下野）地点は 1997
年（平成 9 年）からの調査である。各地点ともに 1994 年、1995 年（平成 6 年、
7 年）に一時的な上昇がみられ、夏期の短期間に増加する傾向が強くなるよう
である。 
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図-3.31  各地点の水温の経年変化 
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図-3.32  各地点の pH の経年変化 
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図-3.33  各地点の DO の経年変化 
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図-3.34  各地点の BOD の経年変化 
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図-3.35  各地点の COD の経年変化 
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図-3.36  各地点の濁度の経年変化 
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図-3.37  各地点の SS の経年変化 
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図-3.38  各地点の T-N の経年変化 
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図-3.39  各地点の NH4-N の経年変化 
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図-3.40  各地点の NO2-N の経年変化 
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図-3.41  各地点の NO3-N の経年変化 
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図-3.42  各地点の DIN の経年変化 
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図-3.43  各地点の T-P の経年変化 
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図-3.44  各地点の PO4-P の経年変化 
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図-3.45  各地点の Chl-a の経年変化 
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 (3) 滞留時間の検討 
 藻類濃度は水理学的滞留時間が長い程高くなることから、水理学的滞留時間
の変化を求めることは藻類濃度の挙動を知る上で重要である。一般的に水理学
的滞留時間は(3.3)式で与えられる。 
)(
)(
tQ
tVHRT =                                                        (3.3) 
 筑後大堰湛水域では湛水域を一つのタンクとみなし滞留時間の経日変化を
(3.4)式から求めた。 
)2()1(
)(
QQ
tVHRT −=                                                  (3.4) 
Q(1): E（小森野）地点と F（下野）地点の流量の和 Q(2):大堰直上からの合計
取水量 
)(tV :湛水域の容量 
 
図-3.46（図-3.45 にも一部再掲）に湛水域の Chl-a 濃度の経年変化、図-3.47
に大堰直下流量、図-3.48 に大堰上流地点からの合計取水量、図-3.49 に湛水域
の滞留時間の経日変化そして図-3.50 に湛水域の BOD の経年変化を示す。Chl-a
と BOD の経日変化が連動していることから、湛水域の内部生産による BOD 増
加が確認される。これらの図から、1996 年（平成 8 年）度以降（本格取水は
1998 年（平成 10 年）度以降）の筑後川下流用水事業により一時的ではあるが
湛水域の滞留時間が長くなり、ひいては Chl-a 濃度の増加を助長している傾向
が窺える。筑後大堰の場合、湛水域へ流入する Chl-a 濃度の高いことが（10～
20µg/l）、より短い滞留時間（日オーダー）での Chl-a 濃度増加の一因となって
いると考えられる。 
 
3.4.4 植物プランクトン 
Chl-a 濃度に加え植物プランクトンの挙動を把握することは重要である。図
-3.51 に植物プランクトンの総個体数及び組成比率の経年変化を示す 13)。湛水域
内で確認された植物プランクトンの優占種とその個体数及び総個体数を見ると
冬季から春季にかけて珪藻、夏季に緑藻、夏季から秋季に藍藻が優占するとい
う一般的な植物プランクトンの挙動が確認され、湛水域内の藻類は概ね 3 つの
藻類種（珪藻、緑藻、藍藻）で構成されていることがわかる。しかし、2002 年
（平成 14 年）度から 2004 年（平成 16 年）度を見ると珪藻の確認頻度が高いこ
とがわかる。2002 年（平成 14 年）度以降、総個体数が増加する傾向にあり、
総個体数が大きく増加している期間では、珪藻の組成比率が増加していること
がわかる。 
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図-3.46  湛水域の Chl-a 濃度の経年変化 
図-3.47  大堰直下流量 
図-3.48  大堰上流地点からの合計取水量 
図-3.49  湛水域の滞留時間 
図-3.50  湛水域の BOD の経年変化 
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図-3.51  植物プランクトンの総個体数及び組成比率の経年変化 
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3.4.5 水質モデルの構築 
筑後大堰湛水域の特性について考慮した水質モデルを構築した。以下に構築
方法を述べる。 
(1) 水平方向の濃度分布 
図-3.52、3.53、3.54、3.55、3.56、3.57、3.58、3.59、3.60 に D（瀬ノ下）地点
と G（堰直上）地点の各水質の相関図を以下に示す。図より D（瀬ノ下）地点、
G（堰直上）地点の 2 地点を比較してみると、2 地点の水質濃度は強い相関が
ある。これらの地点が同様の傾向を示すことから水質は水平方向に概ね一様と
言える。 
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図-3.52 水温相関 
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図-3.53  pH 相関図 
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図-3.54  DO 相関図 
COD(mg/L)相関（表層）
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図-3.55  COD 相関図 
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図-3.56  BOD 相関図 
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濁度(度)相関(表層)
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図-3.57  濁度相関図 
DIN(mg/L)相関(表層)
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図-3.58  DIN 相関図 
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図-3.59  PO4-P 相関図 
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図-3.60  Chl-a 相関図 
 
(2) 鉛直方向の濃度分布 
図-3.61、3.62、3.63、3.64、3.65、3.66、3.67、3.68、3.69 に D（瀬ノ下）地点
と G（堰直上）地点の各水質の相関を以下に示す。図より D（瀬ノ下）地点、
G（堰直上）地点の 2 地点を比較してみると、鉛直方向の濃度分布は、ほぼ一
様であると言える。藻類由来の鉛直分布（BOD、DO、 Chl-a）が一部認められ
るが、以上の事及びモデル簡便化の理由から筑後大堰湛水域の水質モデルを一
池完全混合モデルとして取り扱うこととする。 
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図-3.61  水温相関図 
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図-3.62  pH 相関図 
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図-3.63  DO 相関図 
COD(mg/L)相関
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図-3.64  COD 相関図 
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図-3.65  BOD 相関図 
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図-3.66  濁度相関図 
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図-3.67  DIN 相関図 
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図-3.68  PO4-P 相関図 
Chl-a(µg/L)相関
0
20
40
60
80
100
120
140
0 20 40 60 80 100 120 140
D(瀬ノ下)地点のChl-a(表層)
D
(瀬
ノ
下
)地
点
の
Ch
l-a
(底
層
)
Chl-a(µg/L)相関
0
20
40
60
80
100
0 20 40 60 80 100
G(堰直上)地点のChl-a(表層)
G
(堰
直
上
)地
点
の
Ch
l-a
(底
層
)
 
図-3.69  Chl-a 相関図 
3.4.6 河川流入負荷 
 筑後大堰湛水域への流入河川は筑後川本川と宝満川である。各水質の河川流
入負荷を L-Q 式で与える。筑後大堰湛水域の場合、流入する Chl-a 濃度が高い
ため藻類の流入についても L-Q 式で与えた。 
(1) L-Q 回帰式について 
L-Q（負荷-流量）回帰式を用いて湛水域の流入負荷を与える。流入負荷量は、
国土交通省、独立行政法人水資源機構によって観測された流量および水質 13)
を用い、以下に示す関係式（L-Q 回帰式）を作成することで、流量から負荷を
算定することが可能である。  
L-Q回帰式を用いる場合にはL=aQbのｂの値について十分吟味しておく必要
がある。特に L=C・Q（C：濃度）であるので、ｂが 1 より小さいということ
は、河川の希釈効果の存在を意味し、1 にほぼ等しいということは、一定濃度
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で流入することを表すので、一定濃度の意味（背景）を十分把握しておくこと
が必要である。 
L-Q 回帰式における係数ｂのまとめ 
b>1:流量が増加すると水質が悪化する。 
b=1:流量が変化しても水質は一定である。 
b<1:流量が増加すると水質は良くなる。 
河川流入負荷（L-Q 回帰式の構築） 
 
(2) 流入負荷量の算出について 
本研究で対象とする L-Q 回帰式を表-3.4 に示す。水質項目は、SS、DO、BOD、
COD、T-N、T-P、Chl-a、DIN、PO4-P である。 
表-3.4  L-Q 回帰式(E(小森野)地点、F(下野)地点) 
     
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.4.7 モデルの基礎式及びパラメータ 
湛水域の藻類増殖過程を定量的に確認するために、一池完全混合モデルによ
る水質計算を行った。計算期間は大堰の運用が開始された 1985 年（昭和 60 年）
4 月から 2005 年（平成 17 年）3 月までとした。藻類の増殖式は Monod 型とし、
流入負荷は、前述の L-Q 式で与え、計算ステップは一日で計算を行った。 
本研究では、湛水域内の藻類種を 1 藻種から 3 藻種、また増殖項に日射量、
温度補正係数を考慮しモデルの精度向上を試みた。 
(1) 連続の式について 
 連続の式は下の(3.5)式に示すように湛水域容量、河川流入量、堰放流量、堰
上流域からの合計取水量で構成されるものとした。湛水域容量は瀬ノ下地点の
日平均水位から水深を計算し、それに湛水域の面積を乗じることで日単位の容
量変化を算出した。 
E(小森野)
地点 
a b 
SS 1.0667 1.486 
DO 13.871 0.903 
BOD 2.978 0.7679 
COD 2.5633 1.022 
Chl-a 58.828 0.4302 
T-P 0.0687 1.0218 
PO4-P 0.0304 1.0968 
T-N 0.9157 1.0362 
DIN 0.5890 1.0841 
F(下野) 
地点 a b 
SS 5.1567 1.3543 
DO 11.349 0.911 
BOD 3.9713 0.7253 
COD 4.8717 0.9376 
Chl-a 36.159 0.6095 
T-P 0.1536 0.9245 
PO4-P 0.0733 0.977 
T-N 1.8839 0.9234 
DIN 1.3058 0.9527 
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)()()()( 21 tQtQtQdt
tdV
outoutin −−=                                          (3.5) 
(2) 物質収支の基礎式について 
 湛水域の藻類濃度に関する物質収支式は Chl-a に関して(3.6)式のように与え
られる。Chl-a 濃度は植物プランクトンの構成種より低水温域で増殖する珪藻と、
高水温域で増殖する緑藻、藍藻の 3 藻類種で構成するものとした。 
　　・・・・
・
　 )()()()()())()((:][ )()()()( tVFtVPAtCHwtLtLdt
tVtCHdaChl
iiii CHiCHiiiCHoutCHin
i −+−−=− (3.6) 
(Chl-a 変化)    (流入)  (流出)  (沈降)   (増殖)   (死滅) 
藻類の増殖速度については(3.7)式に示すようにモノー型とし、制限項を無機
態窒素、無機態リン、日射量、水温で与えた。また、水温と日射量は気象デー
タをもとに与えた。 
・・・・μ増殖 )(
)(
)(
)(
)(
)(
)(:][ max)( tCHKEtLE
tLE
KPtDIP
tDIP
KNtDIN
tDINfP i
iii
TmliiCHi i +++=            (3.7) 
藻類の増殖は、季節変化に伴い変動する。珪藻は秋季から春季、緑藻は夏季、
藍藻は夏季から冬季に増殖する。それぞれの藻類の増殖上限水温、増殖最適水
温、増殖下限水温を(3.8)式のように設定することにより、藻類の増殖の季節的
変動を表現した。 
　
　　：温度補正係数
⎪⎩
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⎧
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TTTTTTT
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藻類の死滅は、温度の影響を受けるため、水温を考慮する必要がある。それ
ぞれの藻類について、(3.9)式に示すように藻類の死滅速度係数に温度補正係数
と藻類の濃度及び容量の積から死滅量を算出した。 
　　　　
　・死滅
)20(
2
2)( )(:][
−=
=
T
iTm
iiTmiCHi
f
tCHfFFF
i
θ                                           (3.9) 
DIN 
(3.10)式に示すように無機態窒素の計算を行われた。藻類由来については藻類
による吸収と死滅による窒素の回帰を考慮している。溶出について溶出速度は
水温に関連付けて与え、夏になると溶出量が増え、冬になると溶出量が減るよ
うになっている。 
　・　　　　
・ AtJtRtLouttLin
dt
tVtDINdDIN DINDINDINDIN )()()()(
))()((:][ )()()()( +±−=         (3.10) 
(DIN 変化)   (流入)    (流出)  (藻類の増殖・死滅) (溶出) 
DIP 
無機態リンの計算において、(3.11)式に示すように DIP 濃度の変化は流入、
100 
流出、藻類由来、溶出の和とした。藻類由来と溶出については無機態リンと同
様に与えた。 
・　　　　
・ AtJtRtLouttLin
dt
tVtDIPdDIP DIPDIPDIPDIP )()()()(
))()((:][ )()()()( +±−=          (3.11) 
(DIP 変化)    (流入)  (流出)   (藻類の増殖・死滅) (溶出) 
SS 
SS の計算において、(3.12)式に示すように SS 濃度の変化は流入、流出、沈
降の和とした。藻類由来の SS は寄与が小さいとして考慮していない。また、
筑後大堰は低流量時に一時的に砂が堆積するが、出水時のアンダーフローによ
る全開操作で砂の堆積が解消され、砂が堆積しにくい構造となっているため、
風による底泥の巻き上げの影響は少ないと考えられるため考慮していない。 
 
AtSSWtLtL
dt
tVtSSdSS sSSoutSSin ・・
・
)()()(
))()((
:][ )()( −−=                         (3.12) 
(SS 変化)     (流入)  (流出)    (沈降)  
計算に用いたパラメータは土研、湖沼学などで用いられている一般的な値を
参考にして与えた。 
 
3.4.8 計算結果及び考察 
 (1) Chl-a について 
計算結果を図-3.70 に示す。一部を除いて計算結果は実測値を良好に再現し
ており、湛水に併う藻類増殖の傾向が確認された。同一パラメータで計算し、
20 年間概ね良好に再現できている。前半の一部ではあるが実測値と計算値に若
干の乖離が生じているが、詳細は今後の課題である。1996 年（平成 8 年）度か
ら 2004 年（平成 16 年）度の計算値及び実測値を見ても分かるように Chl-a 濃
度の上昇が短期的ではあるが確認され、取水することで 1994 年（平成 6 年）
渇水時と同等レベルにまで藻類増殖することが考えられる。いずれにしても筑
後川水系の水量・水質管理を考える上で湛水域の内部生産過程を把握すること
が今後重要となろう。 
(2) DIN について 
 計算結果を図-3.71 に示す。計算結果は実測値を概ね再現しているが、1987
年（昭和 62 年）度から 1990 年（平成 2 年）度において実測値が計算値よりも
低くなる傾向にある。これは DIN 分析方法の違いによるものである。また実測
値の近年（1989 年（平成元年）～1990 年（平成 2 年）度以降）の上昇傾向は、
筑後川流域の人口増加等による負荷量の増加が原因と考えられている 13)。 
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(3) DIP について 
計算結果を図-3.72 に示す。計算結果は実測値を概ね再現しているが、1998
年（平成 10 年）度以降実測値が計算値より高くなる傾向にある。これについ
ては筑後大堰上流域の負荷源の変化によるものであると考えられている。 
(4) SS について 
計算結果を図-3.73 に示す。計算結果は降雨由来による濃度増加が計算値に
現れており、実測値を概ね再現しているが、やや計算値が実測値よりも高い値
を示している。沈降速度を高く設定することで再現性は向上すると思われる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.70  Chl-a の計算結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.71  DIN の計算結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.72  DIP の計算結果 
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図-3.73  SS の計算結果 
 
3.4.9 感度解析 
ここでは筑後川下流用水事業による取水が筑後大堰湛水域へどの程度影響
を与えているのか定量的に確認する。筑後川下流用水事業による取水（1996
年 5 月以降の実績取水量）がなかったと仮定した場合の計算結果を図-3.74 に
示す。 
取水による夏場の Chl-a 濃度の増加が現況の計算結果と比べると抑制されて
いることが分かる。このことから前節でも述べたように取水による内部生産に
及ぼす影響が感度解析結果からも確認された。1999 年から 2002 年の夏季にお
いて約 30～60µg/l まで Chl-a 濃度の計算値が高くなっている。参考に図-3.75 に
瀬ノ下地点流量の経日変化を示す。これを見るとわかるように筑後川下流用水
事業により合口取水される前からすで流量が 40m3/s を下回っていることがわ
かる。近年の降雨特性の変化（少雨傾向）や湛水域よりも上流での水道用水の
取水の影響も考えられ、詳細は今後の課題としたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-3.74  Chl-a の計算結果(筑後川下流用水事業による取水(1996 年 5 月以降)がなかっ
たと仮定した場合) 
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図-3.75  瀬ノ下地点流量の経日変化 
 
本節のまとめを以下に記す。筑後下流用水事業による合口取水により灌漑期
の短期間ではあるが筑後大堰湛水域の滞留時間がより長くなる傾向が強くな
った。その事と流入 Chl-a 濃度が高いこととも相俟って（水理学的滞留時間 2
日間程度でも）内部生産による水質悪化の可能性が確認された。さらには 1994
年（平成 6 年）の日本大渇水と同等レベルの藻類増殖が利水システムの変更に
伴い、毎年春から夏かけて発生し始めていることが特徴的である。1 池完全混
合モデルによって湛水域の内部生産現象が確認され、感度解析結果からも①藻
類濃度増加に及ぼす②取水の影響が確認された。 
湛水域の底質が水質に及ぼす影響についてはアンダーフローによる制水ゲ
ートであること、基礎資料も少ないことから本研究では検討しなかったが、今
後の成果に委ねたい。 
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3.5 まとめ 
 
嘉瀬川水系の利水システムの特徴は、まず高度に水利用がなされてはいるこ
と、すなわち、利水のために徹底した取水がなされていることである。したが
って、利水システムの特徴が川上頭首工からの水路網への水配分に集約される
こと、水路維持水量不足による低平地水路網の富栄養化問題、そして河川停滞
水域における河川環境悪化が顕在化していることを指摘した。また、取水後の
流量配分パターンが灌漑期と非灌漑期において概ね一致し、固定化されている
こと、1996 年（平成 8 年）から 1997 年（平成 9 年）までの流量データから頭
首工左岸域からの取水量の７割前後が市街地を流下する多布施川に供給されて
いることを確認した。嘉瀬川水系の利水システムが脆弱な利水構造となってい
ることから、問題解決のためには適切な水量配分が必要であることを指摘した。 
城原川水系の利水システムについては、筑後川と嘉瀬川からの重複供給地域
がある。嘉瀬川や城原川の水不足の際には、筑後川下流用水事業による農水供
給システムにより、約 3,000 万 m3 送水されている。城原川からの水路への用水
確保が、現在も草堰と樋門によりなされている。城原川からの取水目的には、
防火用水や水路環境を維持するための水路維持用水も含まれており、用水配分
の適切な管理が十分になされにくい構造となっていることが、取水量を増加さ
せる一因であることを指摘した。 
城原川の取水量と川上頭首工からの送水量は、降雨量の大小によらず、ほぼ
一定であり、筑後川からの取水は、降雨特性（少降雨時）に応じてなされてい
ることが確認された。城原川水系においては、城原川、嘉瀬川の取水を先使い
（優先）し、筑後川下流用水を補給する形態となっていることを確認した。 
佐賀低平地の利水システム、ひいては筑後川の利水システムの特徴として、
（少降雨期の）流況の悪い時に筑後川下流用水への依存度が増える（増えた）
ことであり、合口取水量が短期的取水となりやすいため、最終的には筑後川湛
水域において流量不足に伴う水質悪化が生じ易くなったことを指摘した。筑後
大堰湛水域においては、取水形態によっては湛水域の停滞性が助長され、内部
生産の水質悪化の影響が現れることを実測データ並びに水質シミュレーション
結果から明らかにした。 
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第四章 筑後川感潮域の水質環境の長期変動特性 
 
4.1  はじめに 
 
筑後川下流域は、日本最大の干満差（最大で約 6m）を有する有明海の影響
を受け 23km に及ぶ感潮区間を有している。筑後川下流域の感潮区間では近年
の海面上昇や集水域の降雨特性（少雨傾向）や取水形態等の影響を受け、塩分
に長期的な変化が現れ、エツやアリアケヒメシラウオ等の貴重種を含む生態系
への影響が懸念されている。大堰湛水域での内部生産による藻類増加は大堰下
流域の感潮域ひいては有明海へも影響を及ぼすことが懸念され、現象解明の観
点から水質特性の把握が急務の課題と思われる。本章では、これまでの成果を
踏まえて大堰下流の感潮域における水質特性を明らかにし、問題分析の観点か
ら考察を試みたものである。 
 
4.2 筑後川感潮域の塩分変動特性 
 
 筑後大堰関連環境調査の調査地点位置図及び筑後川下流域の概略を図-4.1 示
す。筑後大堰は河口から 23.0 km 地点、六五郎橋は 14.7 km、諸富橋は河口から
7.7km に位置している。筑後大堰直下の年間平均流量は 117m3/s である。ここ
で用いた資料は、瀬ノ下地点及び筑後大堰直下地点の日平均流量（1984 年から
2004 年）、六五郎橋及び諸富橋地点の毎時塩分と有明海に位置している大浦地
点の潮位データである。 
その他、雨量・流量年表データベース（（社）日本河川協会）、筑後大堰関連
環境調査資料（年次資料 水資源機構 筑後大堰管理所）を用いた。 
図-4.2 に有明海大浦地点における平均潮位の経年変化を示す 1)。1994 年（平
成 6 年）頃から平均潮位の上昇が確認されるが、1999 年（平成 11 年）以降に
は潮位が上昇から降下へ転じる傾向が窺える。 
また、図-4.3 に示す六五郎橋地点における毎時塩分の経年変化からも分かる
ように、長期的な筑後川下流域の塩水化傾向が認められる。塩水化の原因につ
いては、海面上昇や取水形態の変更などが指摘されているが、検討の余地が残
されている 2) 。 
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図-4.1  筑後川下流域の概略 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.2  有明海大浦地点における平均潮位の経年変化 
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図-4.3  六五郎橋地点における毎時塩分の経年変化 
 
図-4.4 に、秋期から翌年の春期までの、いわゆる流況の安定した時期におけ
る大堰直下流量、及び六五郎橋地点、諸富橋地点の塩分経日変化を示す。大堰
直下流量が 50m3/s 付近の同一流量時期の塩分を比較すると、1993 年（平成 5
年）～1994 年（平成 6 年）に比べ、1999 年（平成 11 年）～2000 年（平成 12
年）の場合の塩水化が強く現れているようである。直近の状況（2002～2003）
年頃からは塩分の上昇に沈静化の傾向が認められつつある。 
表-4.1に、1984年から2004年までの 20年間における大潮時の塩分上昇回数、
及び長潮時の塩分上昇回数を示す。1987 年、1991 年、1993 年のように瀬ノ下
地点の年平均流量が多いときには、大潮時の塩分上昇回数が抑制されている。
1994 年の渇水の年には総べての大潮で塩分が上昇している。いずれにしても長
潮時の塩分上昇は、大潮時のような定期性は認められない。 
図-4.5に、毎時塩分と潮位の関係を示す。この図から、大潮時の潮汐流に伴う
周期的な塩分上昇が観察されるが、特徴的なことは前述したように小潮（長潮）
時付近に見られる塩分上昇である。これらの図からも大潮時付近の比較的長い
タイムスケールでの塩分上昇と長潮時の2日程度の短いタイムスケールでの塩
分上昇が確認される。同様な現象が既に川内川でも観察され、潮位変動の幾何
学的体積変化により定義される日潮不等係数を用いて現象解明が試みられてい
る3)、4)、5) 
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図-4.4  大堰直下流量と六五郎橋地点と諸富橋地点における塩分の経年変化 
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表-4.1  大潮時の塩分上昇回数、長潮時の塩分上昇回数(1984 年-2004 年) 
上段：大潮
年度 年平均流量(m3/s) 
塩分上昇回
数 下段：長潮
塩分上昇抑制回数 
24 
1984 年 86(瀬ノ下) 4 1 
23 
1985 年 128 4 2 
22 1986 年 126 6 3 
21 1987 年 153 7 3 
24 
1988 年 113 6 1 
24 
1989 年 109 4 1 
23 1990 年 107 
5 
1 
18 1991 年 160 
3 
6 
24 1992 年 96 4 1 
19 
1993 年 193 3 6 
23 1994 年 53 
9 
0 
23 1995 年 105 9 0 
24 1996 年 97 
8 
1 
24 1997 年 157 8 1 
24 
1998 年 121 6 1 
23 
1999 年 125 7 1 
25 2000 年 75 
9 
0 
24 2001 年 97 10 1 
25 
2002 年 78 10 0 
2003 年 124 21 9 3 
24 
2004 年 114 8 1 
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図-4.5  毎時塩分と潮位の関係 
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4.3  有限容積モデルを用いた筑後川感潮域の水質解析 
 
4.3.1 有限容積モデル 
感潮域の水質モデルとして、1 次元モデル、鉛直 2 次元モデルなどが利用さ
れるが、本論文では日スケールで変化する水質特性を簡易モデルで検証するこ
とを目的として、有限容積モデル 6)による実測値の再現を試みることとした。 
基礎式は式(4.1)である。 
[ ] }{∑ −+−+= ))()((')()1()()()( tctcEtctcQdt tVtdc nmnmnnmmnmnmn δδ ・・ ｎ
                )(tS±                       (4.1) 
Vn  : ボックス n の体積(L
3) 
Qnm : ボックス n からボックス m への流出入量(L
3/T) 
 cn  : ボックス n の濃度(M/L
3) 
cm  : ボックス m の濃度(M/L
3) 
δnm  : ボックス m からボックス n への移流係数(無次元)  
E’nm : ボックス m からボックス n へ分散係数(L
3/T)  
S  : 物質輸送・変換量 (M/T) 
 
本モデルは、密度流の影響がなく、日単位で平均化された水質濃度の物質収
支を前提としているために、移流と分散による物質輸送量を事前に把握する必
要がある。一般的には、塩分を用いた保存系物質を用いてこれら輸送量に関す
るパラメーター、特に分散に係わる係数（輸送）を検証する方法が用いられる。 
 
(1) 対象領域 
図-4.6 に、筑後川下流域の概略図を示す。瀬ノ下は河口から 25.5km 地点、六
五郎橋は河口から 14.7km 地点、諸富橋は河口から 7.7km 地点に位置している。
図-4.7 に有明海の概略図を示す。図に示すように有明海を 11 の Box に分けてい
る。ここでは Box７、Box9 を有明海湾奥部としている。 
(2) ボックスの設定 
図-4.8 に、示すように筑後大堰から有明海までを 4 つのボックスに分けた。
筑後大堰から河口までを二つに分けている。筑後大堰と河口の中間地点にある
青木中津大橋（河口から 10.7km 地点）をボックス 1 とボックス 2 の境界とし
た。ボックス 1 は六五郎橋地点の塩分実測値を用い、ボックス 2 は諸富橋地点
の塩分実測値を用いた。ボックス 3 を有明海湾奥部とし、有明海をボックス 4
とした。ボックス 4 の有明海は境界条件としている。ボックス 3、ボックス 4  
 
113 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.6 筑後川下流域の概略図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.7 有明海の概略図 
 
 
 
 
 
図-4.8 ボックスモデル 
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の実測値は、日データの実測値がない為、有明海平面二次モデルの計算結果を
用いた 7)。 
計算に用いた各ボックスの面積を表-4.2 に示す。 
 
表-4.2 各ボックスの面積 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.3.2 日潮不等の導入・検討 
有限容積モデルについて、日潮不等を考慮しないモデルでも大潮付近の塩分
の再現性は良好であり、海水流入（潮位変動）と淡水供給の周期的な混合によ
って支配される現象であると考えられた。しかし、長潮時（小潮から 2～3 日後）
における塩分の上昇現象は十分に再現できなかった 8)、9)。 
よって、前述した日潮不等現象を考慮し、モデルを改良した。日潮不等の度合
いを小松らの定義に基づく日潮不等係数として予め求め、分散係数に反映させ
ることとした。潮位変動と日潮不等の模式を図-4.9、4.10 に示す。小潮時を問
わず、潮位が幾何学的に周期的に変化する場合は図-4.9 に示すように、日潮不
等係数は１に近づき、満潮後の潮位が干潮時に低下しない場合には 0 に近づく。
具体的には、図-4.10 に示すように、日潮不等の度合いが大きくなるに従い、下
げ潮時の分散輸送量を抑制するようにした 8)、9)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Box Area(km2) 
1 3.1 
2 5.0 
3 226.8 
4 1367.8 
Total 1602.6 
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図-4.9  潮位周期の幾何学的な変化と日潮不等係数 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.10  潮位変動と分散輸送量の抑制 
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4.3.3 塩分解析 
六五郎橋の実測値については１点のみの観測データ、諸富橋の実測値につい
ては、上層、中層、下層のデータにおける観測データがある。 
本研究では、諸富橋地点の塩分については 3 層の平均を取った。六五郎橋地
点と諸富橋地点の日平均の塩分実測値は(4.2)式に示す計算式からを求めた。 
 
(4.2) 
 
図-4.11 に 1985 年（昭和 60 年）、図-4.12 に 2004 年（平成 16 年）の実測値と
計算値の検証結果を示す。有明海湾奥部では、河川流量による塩分の低下（希
釈）がよく再現されている。感潮部上流域の六五郎橋、河口に近い諸富橋地点
では、各年とも日潮不等を導入することで、小潮時付近（1985 年（昭和 60 年）
8 月～10 月、2004 年（平成 16 年）2 月～4 月など）の高塩分の再現が確認され
ている。一部、不十分な再現期間（1985 年 10 月、2004 年 3 月や 8 月）もある
が、図-4.13 に示すように長期的には良好な再現結果が得られていると思われる。
再現性の悪い時期においては、密度流の影響も無視できないこともあり得る。 
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図-4.11 1985 年(昭和 60 年)の実測値と計算値の検証結果 
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図-4.12  2004 年(平成 16 年)の実測値と計算値の検証結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.13  諸富橋地点塩分再現結果(1984 年～2004 年) 
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4.4 筑後川感潮域の水質特性 
 
感潮域は河川の影響と潮汐の影響を受け、堆積した浮泥の巻き上げ・沈降を
繰り返し、複雑な現象を有している。 
ここでは、筑後川感潮域の水質変動特性について考察するため、既存の観測
データ 10)について整理した。 
図-4.14、4.15、4.16、4.17 に、5 年間の大堰直下地点（C 地点）、感潮域（No.1
地点）、河口域（No.2 地点）、そして参考のために大堰湛水域（G 地点）におけ
る DO、PO4-P、NH4-N、NO3-N、Chl-a 濃度、水温の経日変化（1997 年～2002
年）を示す。図-4.18 に各地点の Chl-a 経年変化（一部図-4.14～図-4.17 と重複）
を示す。採水時期は、C 地点は干潮時、No.1、2 地点が満潮時に実施されてお
り、C 地点と他の 2 地点を直接的に比較する際、測定時間の違いに留意する必
要がある。以下に水質項目毎の特徴の概略を示す。 
 
4.4.1 筑後川感潮域の水質変動特性 
(1) DO 
前述したように湛水域の内部生産により過飽和状態が現れ、湛水域からの流
出による影響が大堰直下においても現れている。感潮域から河口においては、
周期的な季節変動が明瞭に確認される。水温を見ると、夏期の高水温時に低 DO、
冬季の低水温時の高 DO となっている。夏期の DO 消費については、底質によ
る消費、藻類による呼吸、有機物の酸化が考えられるが過程の分離には至って
いない。 
(2) PO4-P 
本例に示す範囲内では湛水域、大堰直下地点の双方に特徴的な傾向は認めら
れないが、感潮域～河口域にかけては周期的な季節変動が確認される。低 DO
濃度時に PO4-P 濃度が増加することから溶出によるものと推察される。図示し
ていないが、この区間では巻き上げにともなう濁度増加が確認されていること
から、PO4-P を吸着した底泥からの溶出・巻き上げによる回帰量の寄与も考え
られる。 
(3) NH4-N、NO3-N 
湛水域で特徴的な傾向は認められないが大堰直下地点で NH4-N 濃度が高く
なっており大堰直下周辺からの流入負荷が存在するようである。この地点の
NO3-N の濃度レベル（約 1g/m3 で推移している）を鑑みれば DIN というレベル
では高い負荷でないと考えられる。また、NH4-N の減少が NO3-N の増加と連動
していないことから NH4-N の挙動は硝化によるものではないと思われる。感潮
域の NH4-N の挙動は周期的な季節変動を示すものの、PO4-P とは逆の挙動を示
119 
すことが特徴的である。前述したように NH4-N の変化における硝化の関与の可
能性が低いこと、NH4-N の変化は PO4-P と連動していないことからも溶出の寄
与も考えにくく、図に示されるように Chl-a の増加と NH4-N との減少が連動す
る傾向が窺えることから可能性としては藻類への変換（摂取）が示唆される 1)、
10)。河口域では、有明海からの海水希釈による影響が強いため濃度変動に及ぼ
す要因を明確に分析できていない。いずれにしても PO4-P については、干潟底
泥に吸着された PO4-P の巻き上げ・溶出による負荷の影響が強いため、NH4-N
のように濃度レベルが低下するまでに至っていないと思われる。 
(4) Chl-a 
湛水域では前述したように内部生産による濃度増加が確認される。図-4.18 に
示すように大堰直下では、湛水域からの影響を受け短期間の Chl-a 濃度上昇が
確認される。感潮域～河口域で大堰直下地点より濃度が高くなる時期があり、
そのことが特徴的である。一時期（2003 年（平成 15 年）の夏付近）ではある
が河口域より高濃度となる時期が感潮域に存在することから、河口から上流域
の感潮域における藻類増殖が確認される。前述したように感潮域での藻類によ
る窒素摂取が示唆されたことからもこの Chl-a の挙動は整合性のある結果と判
断される。 
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図-4.14  C (大堰直下) 地点各水質項目の経日変化 
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図-4.15  No.1 (感潮域) 地点各水質項目の経日変化 
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図-4.16  No.2 (河口域) 地点各水質項目の経日変化 
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図-4.17  G (大堰湛水域) 地点各水質項目の経日変化 
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図-4.18  各地点の Chl-a の経日変化 
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4.4.2 低次生態系モデル 
ついで、感潮域における低次生態系に関する水質変動及び藻類増殖の可能性
を検証するために、有限容積モデルを用いた藻類濃度の計算を行った。 
(1) モデルの基礎式及びパラメータについて 
物質収支の基礎式は(4.1)式を使用した。また、各水質項目における反応項は
前章 3.4.7 で示した。ただし、日射量と水温の制限項は省略している。 
感潮域における藻類計算パラメーターを表-4.3 に示す。値は有明海モデルで
得られたものを参照した 11)。 
表-4.3 計算パラメータ 
 パラメーター 汽水/(湛水域) 単位 
µmax 0.3 /(0.75) 1/d 
KN 0.005 / (0.005) mg/m3 
KP 0.0001 / (0.0001) g/m3 
KD 0.3 / (0.13) 1/d 
YN 0.02/ (0.02) mg DIN/µg Chl-a 
YP 0.0012 / (0.0012) mg DIP/µg Chl-a 
 
(2) 境界条件について 
湛水域からの流入境界条件は、前述した湛水域での計算結果 12)を用い、有明
海の境界条件は、既存の有限容積モデル（平面 2 次元モデル）の計算結果を用
いた 11)。 
(3) 計算結果および考察 
再現期間は 2002 年の 1 年間である。Chl-a の計算結果は図-4.19 に示す通り、
概ね実測値をオーダー的に再現している。栄養塩については、整合性を高める
ための改善の必要がある。感潮域では湛水域からの淡水性藻類と海域からの汽
水・海水性藻類の混在していること、そして感潮域での物質輸送変換現象が複
雑なため、さらなる検討は今後の課題としたい。 
いずれにしても、本例で示す計算結果について特筆すべきことは、感潮域の
滞留時間に対応して Chl-a が変化することを数値計算でも確認できたことであ
る。 
 
 
 
 
 
 
126 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-4.19  藻類濃度及び栄養塩濃度の計算結果 
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4.5  まとめ 
 
第 4 章では、筑後川感潮域の水質環境の長期的変動特性について考察した。
筑後川感潮域は日本最大の干満差を有する有明海に面しており、さらには、近
年の海面上昇の影響も示唆されている。感潮域の塩分にも長期的な変化が現れ、
エツやアリアケヒメシラウオ等の貴重種を含む生態系への影響が懸念されてい
る。筑後川感潮域の塩分の長期変動に関する特徴として、まず近年、塩水化の
傾向が進んでいることを指摘した、小潮（長潮）時における日オーダーの塩分
上昇現象の存在を確認した。灌漑期において短期間ではあるが、大堰直下の感
潮域においては大堰直下流量不足による塩水化が助長される可能性を指摘した。
塩水化の要因として、本研究では定量的な解析までには至ってないが、海面上
昇に加えて降雨特性（少雨傾向）や取水形態の変化による影響も想定される。
有限容積モデルを用いた塩分解析を行い、筑後川感潮域の移流、分散輸送過程
の良好な再現性を確認した。長期に及ぶ良好な塩分の再現結果を得ており、長
潮時の高塩分の再現性については、1 次元の非定常モデルに日潮不等現象を考
慮し、独自の分散モデルを組み込むことによって良好な再現結果を得ることが
できた。ついで、感潮域の水質環境を把握するために低次生態系モデルに関す
る水質モデルを構築した。筑後川感潮域でも内部生産による水質変換現象が確
認された。感潮域における物質輸送・変換特性、特にリンの挙動については底
泥との関与、すなわち浮泥との吸着・沈降、そして底質からの溶出現象に支配
されていることを指摘した。本研究で開発した水質モデルは、長期に及ぶ計算
を簡便的に再現できることから筑後川水系の水資源管理のための政策分析ツー
ルとしての適用可能である。 
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第五章  結 論 
 
本章では、本論文の研究結果をまとめる。 
日本の利水システムは、藩政時代から明治時代、そして高度成長期を経て、
基本的には水量主体の利水安全度を高めることを目的として構築されてきた。
広域的な用水供給を必要とする重要地域の水資源開発は、水資源開発促進法に
おける水資源開発計画（フルプラン）に基づいて総合的観点から計画が立案さ
れることとなっている。本研究で対象とする佐賀低平地も筑後川水系における
水資源開発基本計画の対象地域の一部であり現在も整備が進められている。日
本の水資源開発は、水量開発を重点的に進めてきたために水質や生態系等の環
境に及ぼす影響について検討すべき課題が残されている。 
 本研究は、佐賀低平地の利水システムの変遷過程を水問題分析の観点から考
察し、環境影響評価の視点で筑後川感潮域の水質環境の変動特性を明らかにし
たものである。 
得られた結果は次の通りである。 
 第 2 章では、低平地を対象とした水管理の先進例としてオランダの総合水管
理について比較学的見地から考察を加えた。オランダにおいては維持管理まで
含めた干拓事業等に係わる水利組合が長年に渡って伝統的な役割を果たしてき
たこともあって、水政策分析という総合的に調査研究も実施できたことを示し
た。 
水資源開発の観点から日本の水行政の変遷過程を総括し、佐賀低平地の利水
システムを取り囲む社会的背景を筑後川水系水資源開発基本計画に基づいて概
説し、佐賀低平地の水環境、特に筑後川感潮部の水質環境へ及ぼす影響把握の
面から問題提起を試みた。 
水政策分析のためには、水量から水質まで考慮した総合的なモデルによる分
析や影響評価のための多くのコンピュータツールも必要であり、総合水管理に
関連するモデルの現状と課題について考察し、日本では水行政が縦割り的に進
められた為に総合的観点に立ったモデルの必要性が低かったこと、ひいては総
合的観点に立った分析も遅れたことを指摘した。 
 第 3 章では、佐賀平野の利水システムについて問題分析の観点から考察を加
えた。佐賀平野の利水システムは農業用水を主体とする嘉瀬川水系、筑後川水
系から低平地水路網への水配分システムに集約される。 
嘉瀬川水系の利水システムの特徴は、まず高度に水利用がなされていること、
すなわち、利水のために徹底した取水がなされていることである。したがって、
利水システムの特徴が川上頭首工からの水路網への水配分に集約されること、
水路維持水量不足による低平地水路網の富栄養化問題や河川停滞水域における
130 
河川環境悪化が顕在化していることを指摘した。また、流下経路に伴う流量配
分パターンが灌漑期と非灌漑期において概ね一致し、配分パターンが固定化さ
れていること、頭首工左岸域からの取水量の７割前後が市街地を流下する多布
施川に供給されていることを確認した。このように嘉瀬川水系の利水システム
は脆弱な利水構造となっていることから、問題解決のためには適切な水量配分
が必要であることを指摘した。 
城原川周辺の利水システムについては、筑後川と嘉瀬川からの重複供給地域
がある。嘉瀬川や城原川の水不足の際には、筑後川下流用水事業による農水供
給システムにより、約 3,000 万 m3 送水されている。城原川からの水路への用水
確保が、現在も草堰と樋門によりなされている。城原川からの取水目的には、
防火用水や水路環境を維持するための水路維持用水も含まれており、用水配分
の適切な管理が十分になされにくい構造となっているために、取水量を増加さ
せる一因であることが示唆された。 
城原川からの取水量とほぼ同量が川上頭首工からも送水されており、城原川
流域においては筑後川下流用水事業後も水利用の形態は大きく変わっていない
ことと指摘した。城原川の取水量と川上頭首工からの送水量は、降雨量の大小
によらず、ほぼ一定であることが分かった。筑後川からの取水は、降雨特性（少
降雨時）に応じてなされていることが確認され、城原川、嘉瀬川の取水を先使
い（優先）し、筑後川下流用水を補給する形態となっていることを確認した。 
佐賀低平地の利水システムの特徴として、筑後川下流用水への依存度が流況
の悪い（少降雨の）時に増えることであり、合口取水量が短期的かつ大量取水
となりやすいため、最終的には筑後川湛水域から感潮域において流量不足に伴
う水質環境悪化が生じ易いことを指摘した。筑後大堰湛水域においては、合口
取水によって湛水域の停滞性を助長し、内部生産の水質悪化の影響が現れるこ
とを実測データ並びに水質シミュレーション結果から明らかにした。 
 第 4 章では、筑後川感潮域の水質環境の長期的変動特性について考察したも
のである。筑後川感潮域は日本最大の干満差を有する有明海に面しており、さ
らには、近年の海面上昇の影響も示唆されており、感潮域の塩分に長期的な変
化が現れ、エツやアリアケヒメシラウオ等の貴重種を含む生態系への影響が懸
念されている。 
筑後川感潮域の塩分の長期変動に関する特徴として、まず近年、塩水化が進
んでいること、また小潮（長潮）時における急激な塩分上昇現象の存在を確認
した。また、短期間ではあるが、大堰直下の感潮域においては大堰直下流量不
足による塩水化が助長される可能性を指摘した。塩水化の要因として海面上昇
に加えて降雨特性（少雨傾向）や取水形態（大堰上流地点からの合計取水量の
変化）による影響も想定されることを指摘した。有限容積モデルを用いた塩分
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解析を行い、筑後川感潮域の移流・分散輸送過程の良好な再現性を確認した。
長潮時の高塩分の再現性については、１次元の非定常モデルに日潮不等現象を
考慮し、独自の分散モデルを組み込むことによって良好な再現結果を得ること
ができた。ついで、感潮域の水質環境を把握するために低次生態系モデルに関
する水質モデルを構築した。筑後川感潮域でも内部生産による水質変換現象が
確認された。感潮域における物質輸送・変換特性、特にリンの挙動については
底泥との関与、すなわち浮泥との吸着・沈降、そして底質からの溶出現象に支
配されていることを指摘した。本研究で開発した水質モデルは、筑後川水系の
水資源管理のための政策分析ツールとしての適用可能である。 
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記号一覧 
A =湛水域面積   
HRT =水理学的滞留時間 
V =容量 
Q =流入(流出)量 
L =負荷量 
CH = クロロフィル a 濃度 
inL  =流入負荷 
outL  = 流出負荷 
w  =沈降速度 
DIN =無機態窒素濃度 
P  =増殖速度 
F  =死滅速度 
DIP  = 無機態リン濃度 
KN  =無機態窒素の半飽和定数 
KP  =無機態リンの半飽和定数 
LE  =日射量 
KE  =日射飽和定数 
1Tmf  =増殖に関する温度補正係数 
BT   =増殖下限水温 
ST  =増殖最適水温 
T  =水温 
FF   =死滅速度係数 
2Tmf  =死滅に関する温度補正係数 
θ  =藻類死滅温度係数 
R  =藻類との摂取と死滅による交換速度 
J  =溶出速度 
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SS = 浮遊物質濃度 
DO  = 溶存酸素濃度 
NNH −4  = アンモニア性窒素濃度     
NNO −2  = 亜硝酸性窒素濃度 
NNO −3  = 硝酸性窒素濃度 
PPO −4  =オルト燐酸濃度 
COD  =化学的酸素要求量 
BOD  =生物化学的酸素要求量 
c   =日平均の塩分実測値 
c(t) = 毎時の塩分実測値 
h(t)  =毎時の水深 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
